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Ⅰ．序 論 

わが国におけるマンゴー （Mangifera indica L.）栽培は，当初，露地において開花期以降の降雨と湿

度による炭疽病の発生で着果率が著しく低下し，経済的栽培が困難であった（安富ら，1982）．しか

し，1975年以降に，1月の出蕾期から 7月の収穫期にかけてビニール被覆による雨よけ栽培が導入さ

れるようになり，九州，沖縄地域でマンゴーの施設栽培が急速に発展した（米本，2008）．主要品種

‘アーウィン’は，独特の甘い香りと果皮の鮮紅色，柔らかい肉質など，外観，品質ともに市場の人

気が高く，高値で取引されている．その一方で，市場や消費者へ果実を届ける過程において深刻な問

題となっているのが炭疽病である．2019～2021 年度の東京市場における沖縄県産出荷果実の品質調

査においても，本病の発生率は平均 12.4～20.4%となっており，依然として品質低下の大きな要因の

1つとなっている（沖縄県農林水産部流通・加工推進課編，2022）．炭疽病は輸送過程で黒色円状の病

斑が発症，進行するため，経済的損失だけでなく市場や消費者の信頼，さらには産地ブランドの評価

にも大きく影響を与える．そのため，生育期の圃場における防除対策が急務となっている．しかし，

沖縄県で栽培されるマンゴーにおいて，果実の収穫から輸送，販売に至る過程における本病の発病時

期や被害状況については，これまで調べられていない．また，本病はこれまで広義の分類とされる

Colletotrichum gloeosporioides（Penzig）Penzig & SaccardoおよびC. acutatum Simmonds ex Simmondsの

2種の糸状菌が発症の原因とされていたが （中村ら，1979 ；田場ら，2004），沖縄県におけるこれら 2

種病原菌の分離頻度も不明である．これらの発病実態を明らかにすることは，生産者の炭疽病対策に

対する意識を高めるだけでなく，防除技術の確立のための重要な基礎資料となる．そこで，本研究で

は最初の取り組みとして「Ⅱ．沖縄県から出荷したマンゴー果実における炭疽病の発病推移および圃

場採集した果実における 2種病原菌の分離頻度」において，東京大田市場に出荷された沖縄県産マン

ゴー果実における炭疽病の発病推移について調査を行うとともに，沖縄全域の栽培圃場から採集した

マンゴー果実で発病を引き起こす 2種病原菌の分離頻度の調査を行ったので，その結果を記述する. 

 一般に，露地栽培における炭疽病菌の感染は，開花から着果期の降雨に伴う分生子の雨滴伝搬と植

物表面の濡れ時間および温度が重要な要因とされている（Fitzell et al.，1984）．一方，沖縄県の一般的

なマンゴー栽培は，出蕾期の 1月以降から収穫期の 7月まで，ビニール被覆による雨よけ栽培が行わ

れているため，分生子の雨滴伝搬が起こる可能性は低い．それにもかかわらず，収穫後の果実で本病

が多発しているため，雨よけ栽培下における炭疽病菌の伝染環はいまだ不明な点が多い．また，果実
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における潜在感染の特性は （Arauz，2000），マンゴー以外にモモ（Zaitlin et al., 2000），アボカド（Binyamini 

and Schiffman-Nadel, 1972），パパイア（Dickman and Alvarez, 1983）およびカンキツ（Tokunaga and Ohira, 

1973）など多くの果樹類で報告されている．潜在感染の形態は，マンゴー未熟果実の果皮上で病原菌

の分生子発芽後に形成される付着器の感染糸（infection peg）から，クチクラ層に侵入する感染器官の

角皮下菌糸（subcuticular hypha）によって成立していることが解剖学的研究によって報告されている

（Simmonds，1941）．しかし，それ以前の生育ステージ，すなわち出蕾から開花，結実に至る過程に

おける炭疽病菌の潜在感染の有無，感染部位および感染時期については不明であり，雨よけ条件下に

おける適切な防除時期はいまだ解明されていない．本病に対する効果的な防除スケジュールを確立す

る上で，圃場における潜在感染の実態ならびに感染時期を明らかにすることは極めて重要である．そ

こで，本研究では「Ⅲ．施設マンゴー果実における炭疽病菌 Colletotrichum gloeosporioides および C. 

acutatumの潜在感染とその感染時期」において，イチゴ苗親株の炭疽病菌潜在感染株の診断で広く普

及しているエタノール浸漬簡易検定法（Ishikawa，2003）を用いて，施設マンゴーの出蕾から開花，結

実に至る過程で潜在感染している炭疽病菌の検出と感染部位について調査した．また，イチゴの萎黄

病菌（後藤ら，2004）や炭疽病菌（石川ら，1993）の動態解析の手法として確立されている硝酸塩利

用能欠損変異株（nit 変異株）をマンゴー炭疽病の重要種とされるC. gloeosporioidesから作出し （澤岻

ら，2013b），その変異株を用いた圃場接種（時期別）による病原菌の感染時期について調査を行った

ので，その結果を併せて記述する． 

 本病に対する収穫後の防除法として，これまでに温熱処理（広瀬ら，2008）および温湯処理（照屋

ら，2012）が確立されているが，高い防除効果を示す一方で，加熱後の果皮の黄化ならびに光沢が弱

くなる現象が確認されており，いまだ生産現場での普及には至っておらず，さらなる改良が必要とさ

れている．そのため，沖縄県では本病に対して収穫前の圃場における根本的な防除技術の確立が急務

となっていた．令和 7年 1月現在，我が国において本病に対する登録薬剤は 6剤あるが，マイナー作

物であるために他の果樹類に比べて登録数は明らかに少ない （日本植物防疫協会，2023）．また，これ

ら登録薬剤は当然のことながら炭疽病に対して実用的な防除効果を示すことが考えられるが，登録の

ために過去実施された農薬実用化試験では，実際には発病葉率による判定結果をもとに登録されたも

の（日本植物防疫協会編，2003），あるいは判定結果が非公開で詳細不明なものがほとんどであり，圃

場散布後の収穫果実における本病の発病に対する防除効果や散布時期ならびに薬害の有無に関する

報告はない．さらに，本病原菌に対する各種登録薬剤の感受性やその菌種間差についても未検討であ
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る．一方，他国では露地マンゴーにおける本病に対するベノミルやプロクロラズなど数種薬剤による

防除効果の報告はある（Dodd et al., 1991 ；Estrada et al., 1996）が，我が国とは登録薬剤の種類が異なる

ため使用できない．また，本病の発生生態を考慮すると，圃場における防除は出蕾以降から開花，結

実および収穫期までの生育ステージにおいて，予防的かつ長期的な防除スケジュールの確立が重要で

あるが，先行研究では個々の薬剤の効果を判定しているものが多く，複数薬剤を用いたローテーショ

ンによる体系散布の防除に関する研究は，マンゴーではほとんど行われていない．そのため，沖縄県

ではこれまで生産現場で活用できる本病に有効な防除歴が策定されていなかった．こうした背景から，

マンゴーの生育ステージを考慮した適切な薬剤の選択と効果的な散布スケジュールの策定を行うに

は，病原菌に対する各種薬剤の作用特性を明らかにし，有効な薬剤を組み合わせた体系散布による収

穫後の防除効果ならびに薬害の有無について検討する必要がある．そこで， 「Ⅳ．マンゴー炭疽病菌

の薬剤感受性および薬剤体系散布 （ver. 1）の防除効果」において，施設マンゴーにおける炭疽病に有

効な5種登録薬剤に対する2種炭疽病菌の薬剤感受性および果実肥大期の薬剤散布による収穫後の防

除効果と薬害の発生の有無について評価を行うとともに，出蕾前（12月下旬）から収穫前（6月下旬

の袋かけ前）までのこれら薬剤を用いた体系散布 （ver. 1）の防除効果について検討したので，その結

果を記述する． 

 本病の登録薬剤では，本病原菌について耐性菌が発達しやすいストロビルリン系殺菌剤（QoI 剤）

が複数登録されており，本県では低頻度ではあるが既にQoI 剤耐性マンゴー炭疽病菌が離島地域の 1

地点で確認されている（澤岻ら，2014）．先に本病については 5種登録殺菌剤を用いた体系散布 （ver. 

1）により，実用的な防除効果が確認されていたが （澤岻ら，2013c），本体系では着果期以降にQoI剤

のクレソキシムメチルドライフロアブルおよびアゾキシストロビンフロアブルを連用散布すること

から，将来的に薬剤耐性菌の発生を助長することが危惧されていた．また，生産現場からはもう一つ

の重要な果実病害であるマンゴー軸腐病（澤岻ら，2013e）を含めた両病害の共通防除体系の構築が強

く求められていたが，本病については国内の登録薬剤を用いた圃場における防除効果を確認した事例

はなかった．そのため，これら両病害の病原菌に対する各種薬剤の作用特性を明らかにし，作用点の

異なる複数の有効薬剤をローテーションで組み入れながら QoI 剤の使用を制限した耐性菌の発達し

にくい体系散布の再策定ならびに，本体系の収穫後の防除効果や薬害の有無について検討する必要が

ある．そこで，本研究では「Ⅴ．マンゴー炭疽病および軸腐病の同時防除のための数種有効殺菌剤を

用いた体系散布技術 （ver. 2）の確立」において，数種登録薬剤に対する炭疽病菌および軸腐病菌の薬
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剤感受性および果実肥大期の薬剤散布による収穫後の防除効果と薬害の発生の有無について評価を

行うとともに，出蕾前（12月下旬）から収穫前（6月下旬の袋かけ前）までの数種薬剤を用いた両病

害に対する体系散布（ver. 2）の防除効果について検討したので，その結果を記述する． 

 我が国のマンゴー栽培における主要品種‘アーウィン’は，マンゴー炭疽病への感受性が高い

（Nishijima, 1993）．現在，本病の防除対策として果実の収穫までに年数回の薬剤散布が行われており，

一定の効果は認められるものの，多くの労力・費用を必要とし，生産面での負担が大きい．さらに，

近年の安心・安全な食料要求の高まりから，殺菌剤の使用量低減を望む消費者の声も強い．こうした

背景から，炭疽病に強い抵抗性品種の開発は重要である．一方，沖縄県農業研究センター名護支所で

はマンゴー新品種の育種研究を進めているが，これまでに本病に対する抵抗性を評価した事例はなく，

育種現場で活用できる抵抗性の検定方法は未確立であった．海外では一般的に自然発病条件下での果

実による抵抗性の評価が行われているが（Bhagwat et al., 2015；Gupta et al., 2017），年次間の圃場の環

境条件に結果が左右されることから，正確に抵抗性を判定するのが難しい場合が多い．また，実際の

育種作業では多数の個体を扱うため，より早い生育段階での評価が求められるが，果実での評価は実

生から収穫までに 4～5 年以上の時間を要するため作業効率が悪い．そのため，遺伝資源や雑種後代

の中から効率よく短期間で本病に強い品種・系統を評価・選抜するためには，簡易で安定的に抵抗性

を検定できる方法を確立する必要がある．そこで，本研究では 「Ⅵ．未硬化葉を用いたマンゴー炭疽

病の簡易病原性検定法とマンゴー遺伝資源における抵抗性品種の選抜」において，マンゴーの未硬化

葉を活用した本病の病原性検定法を開発するとともに，本検定法を用いた名護支所保存のマンゴー遺

伝資源 29 品種の炭疽病抵抗性を評価し，同病害に強い育種素材の選抜を行ったので，その結果を記

述する． 

 本病の病原として，上述のように広義 2 種の Colletotrichum 属菌が報告されていたが，近年の複数

遺伝子座による分子系統解析（MLSA: multi-locus sequence analysis）を用いた病原菌の再同定にともな

い，これら 2種が複数の種で構成される種複合体（C. gloeosporioides＝50種，C. acutatum＝40種）で

あることが明らかになり，それぞれC. gloeosporioides species complex，C. acutatum species complexとし

て一括りにまとめられた（Damm et al., 2012；Weir et al., 2012；Zhang et al., 2023）．しかし，MLSAに

基づいた沖縄産マンゴー炭疽病菌の種構成や菌種間の諸特性の違いは未だ明らかではない．それらを

明らかにすることは，本病の生態解明や，薬剤を主体とした効果的な防除戦略を確立する上で重要で

ある．そこで，本研究では「Ⅶ．Colletotrichum gloeosporioides およびC. acutatum 両種複合体に所属
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する沖縄産マンゴー炭疽病菌の種構成と諸特性」において，過去複数年にかけて沖縄県全域の罹病果

実から採集したマンゴー炭疽病菌菌株について，単一または複数遺伝子・DNA 領域の塩基配列に基

づく分子系統解析による種構成を解明するとともに，その菌種間における形態的特性，病原性および

薬剤感受性等の差異を明らかにしたので，その結果を記述する． 

 以上より，本論文は著者が 2012年から 2024年にかけて実施した沖縄県の施設マンゴーにおける炭

疽病に関する研究成果のうち，本病の発生生態および防除技術について取りまとめたものである．上

記のⅡ～Ⅶ章の中で，市場での発生実態調査，施設における病原菌の潜在感染と感染時期，有効薬剤

による体系散布技術，病原性検定法の開発と抵抗性品種の探索ならびに沖縄産マンゴー炭疽病菌種複

合体の解明について，複数の有用な知見を得て総合的に考察した．これらの総合的な発生生態と防除

技術に関する知見は，現在，沖縄県だけでなく九州各地域における本病の防除対策のための有効な基

礎情報ならびに防除暦として反映され，マンゴー産地の生産現場において普及している． 

 なお，本論文は 「日本植物病理学会報」および 「熱帯農業研究」で公表した成果を中心に，取りま

とめたものである． 
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Ⅱ．沖縄県から出荷したマンゴー果実における炭疽病の発病推移および圃場採

集した果実における 2 種病原菌の分離頻度 

１．材料および方法 

１．１ 東京大田市場における発生実態調査 

 東京都中央卸売市場大田市場に出荷された沖縄県産マンゴー（ ‘アーウィン’）果実における炭疽病

の発病果率および発病度の経時的変化を，2009年 7月 28日から 8月 3日にかけて調べた．調査は，

宮古島，豊見城市以外の沖縄本島南部地域（南風原町，南城市，糸満市および八重瀬町）および沖縄

本島の豊見城市で生産され，沖縄県農業協同組合（JAおきなわ）をとおして集荷された果実を対象に

行った．豊見城市からの出荷分については，大田市場到着前日の出荷場（豊見城市与根）における調

査から行い，他地域からの出荷分については大田市場到着当日から調査した．市場到着から 3日目ま

では大田市場ヤード内（常温）で調査を行い，3 日目以降は，沖縄県農業研究センターに輸送し，イ

ンキュベーター（27 ℃条件下）で保存して調査を継続した．調査した農家数および合計果実数は，宮

古島が 4 件 12 果，豊見城市以外の沖縄本島南部地域が 14 件 48 果，沖縄本島の豊見城市が 18 件 18

果の計 36件 78果であった．発病度の算出は，広瀬ら（2008）の方法に従い，以下のとおりに行った．

指数 0：発病なし，指数 1：2 mm 以下の病斑が 2個以下，指数 2：2 mm 以下の病斑が 3～6個または

2～5 mm の病斑が 1個，指数 3 ：指数 2以上，発病度＝｛Σ （指数別発病果数×指数）／（3×調査果数）｝

×100． 

１．２．罹病果実における 2種病原菌の分離頻度 

 マンゴー罹病果実におけるC. gloeosporioidesおよびC. acutatumの分離頻度は，2009年 7～8月にか

けて沖縄本島，宮古島，石垣島，伊是名島および久米島の合計 62地点のハウスで生産された果実（ ‘ア

ーウィン’）を採集して調査した．果実は 1地点あたり 1～26果採集し，1果あたりの分離菌株数は1

株とした．採集した果実は 25 ℃下で 3～7日間追熟させ，発病を促したあと黒色病斑上に形成された

分生子塊から分生子を白金耳で掻き取り，画線培養により 1 病斑あたり 1 個の単胞子分離菌株を得

た．分離菌株は，あらかじめ作製したPDA培地（ジャガイモ角片 200 g, ブドウ糖 20 g, 寒天 20 g, 蒸

留水 1L）を 10 mL分注した 9 mm シャーレ上で前培養し，生育した菌叢先端を直径 5 mmのコルクボ

ーラーで打ち抜き，新たに作製した PDA 培地上の中央に打ち抜いた菌叢片を置床した．これをイン

キュベーター（25 ℃）で 5日間培養し，分生子形態，菌叢の色調，分生子塊形成の有無を観察し，菌
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叢直径を計測した（佐藤，1997）．分離菌の種特異的プライマーを用いた種の同定は，稲田・山口（2006）

の PCR 検定法に従って以下のように行った．DNA の抽出は PDA 培地で 5 日間前培養した各菌株の

菌叢から滅菌した爪楊枝で気中菌糸をかきとり，1.5 mLマイクロチューブに入れ，電子レンジ（500W)

で 6分間熱処理した後，Dneasy Plant Mini Kit (Qiagen)を用いてDNAを抽出した．上流プライマーに

はCaInt 2 （Sreenivasaprasad et al., 1996）またはCgInt （Mills et al., 1992），下流プライマーに ITS4 （White 

et al., 1990）を用い，抽出DNA 1 μLを鋳型として，20 μLのPCR反応液（各プライマー濃度 0.5 μM，

0.2 mM dNTP Mixture，1 U Taq DNA Polymelase，10×Taq buffer）でPCRを行った．PCR反応液は 94 ℃

で 4分間の変性後，94 ℃1分間，59 ℃2分間，72 ℃2分間のサイクルを 40回繰り返し，最後に 72 ℃7

分間加熱した．得られた PCR 産物を 1.5%アガロースゲル（エチジウムブロマイド 0.05 μg/mL 添加）

で電気泳動した後，紫外線照射下でバンドの有無を確認した．ここで，C. acutatum はCaInt 2と ITS4

の組み合わせで 500 bp 前後のバンドが観察され，C. gloeosporioides はCgInt と ITS4 の組み合わせで

450 bp前後のバンドが観察される（第 3図）． 

２．結果 

２．１ 東京大田市場における発生実態調査 

 全産地の果実において，市場到着後から炭疽病の発病がみられ，日数経過とともに発病果率および

発病度ともに高まった（第 1，2図）．このように，沖縄から東京大田市場へ出荷後，早いものでは翌

日（1 日目）から炭疽病の発病が確認され，3 日目以降から被害が著しく増加していくことが本調査

によって初めて示された．包装形態の違いによる発病状況を比較すると，宮古島と沖縄本島の産地間

では，プラスチック製パックの方が紙製の出荷箱よりも発病果率および発病度が高く推移する傾向を

示した．しかし，豊見城市を除いた沖縄本島南部地域の果実でみると，必ずしもプラスチック製パッ

クで炭疽病の被害が大きいわけではなく，紙製の出荷箱における発病果率と発病度が高く推移する場

合も認められた（第 2図）．また，調査した 36農家のうち，6 農家では出荷 7日後においても炭疽病

の発病が認められなかった． 

２．２ 罹病果実における 2種病原菌の分離頻度 

 沖縄全域から採集した果実における 2種病原菌の分離頻度においては，病斑から分離した 150菌株

のうち，133菌株（88.6%）がC. gloeosporioides，17菌株（11.4%）がC. acutatumと同定された（第 1

表）．分離菌株の形態による同定の結果とPCRによる同定結果に相異は認められなかった （第 3図）．
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調査した 62地点のうち 4地点で同一圃場から 2種類の炭疽病菌が分離された．C. gloeosporioidesは，

調べた全ての島から分離されたが，C. acutatumは沖縄本島の 4地点のみから分離された（第 1表）． 
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国頭村 3 3 (8) 0 (0)
東村 2 2 (3) 0 (0)
名護市 4 4 (7) 0 (0)
今帰仁村 4 4 (11) 0 (0)
宜野座村 5 3 (8) 2 (3)
大宜味村 2 2 (4) 0 (0)
うるま市 3 3 (29) 2 (3)
沖縄市 1 1 (3) 1 (2)
嘉手納町 1 1 (2) 0 (0)
北中城村 1 1 (1) 0 (0)
豊見城村 8 8 (10) 0 (0)
南風原町 2 2 (5) 0 (0)
八重瀬町 1 1 (1) 0 (0)
南城市 1 1 (1) 0 (0)
糸満市 4 4 (16) 1 (9)
那覇市 2 2 (2) 0 (0)

石垣島 石垣市 11 11 (12) 0 (0)
宮古島 宮古島市 3 3 (4) 0 (0)
伊是名島 伊是名村 1 1 (1) 0 (0)
久米島 久米島町 3 3 (5) 0 (0)
合計 62 60 (133) 6 (17)

第1表 マンゴー罹病果実より分離したColletotrichum gloeosporioidesおよびC.
acutatumの分離頻度

沖縄本島

市町村地域

各菌種が同定された地点数
（調査した分離株数）

C. gloeosporioides C .acutatum
地点数
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３．考察 

 沖縄から東京大田市場へ出荷後，全産地の果実において日数経過とともに発病果率および発病度と

もに高まり，早いものでは 1 日目から炭疽病の発病が確認され，3 日目以降から被害が著しく増加し

た．炭疽病の発病は，圃場での病原菌の付着器による潜在感染が主要因とされており，果実熟度が発

病に影響するとされている（Arauz，2000）．その一因として，未熟果実の果皮に含まれる抗菌成分で

あるレゾルシノールが収穫後の果実熟度の進行とともに減少するため，完熟果実で発病が増加すると

考えられている（Prusky and Keen, 1993）．このことから，本病の進行と発病は，出荷環境における湿

度や結露などの外部要因以上に，果実熟度の進行に伴う果実内部の生理的要因に影響されるものと考

えられる．例えば，包装形態の違いでは，宮古島と沖縄本島の産地間では，プラスチック製パックの

方が紙製の出荷箱よりも発病果率および発病度が高く推移する傾向を示しており，プラスチック製パ

ック内部の高い湿度と結露が発病に好適な条件となっていることが推察される．しかし，豊見城市を

除いた沖縄本島南部地域の果実でみると，必ずしもプラスチック製パックで炭疽病の被害が大きいわ

けではなく，紙製の出荷箱における発病果率と発病度が高く推移する場合も認められている（第2図）．

このことから，出荷果実の発病に及ぼす要因は，包装素材の違いによる湿度や結露などの環境要因以

外に，産地間における果実の熟度進行の差異や各生産農家の圃場における病原菌の感染密度の差異も

影響しているものと考えられる． 

 出荷後から発病が認められたことから，出荷前あるいは収穫前の圃場における本病に対する予防対

策が重要となるが，これまでに出荷前の対策として温湯処理（安富ら，1991）および温熱処理（広瀬

ら，2008）による防除効果が確かめられている．しかし，加熱後に完熟果特有の光沢のある鮮紅色が

失われる等の品質への影響が懸念され，さらなる熱処理法の改良が必要である．現在，収穫前の対策

として雨滴による果実への病原菌（分生子）の伝搬を抑えるために，1 月の出蕾から 7 月の収穫にか

けてプラスチックビニール被覆による雨よけ栽培が行われている．しかし，いまだ収穫後に炭疽病が

多発していることから，雨よけ条件下における病原菌の感染時期や感染経路等の発生生態について不

明な点が多く，効果的な圃場防除技術は確立されていない．このため，施設内での病原菌の詳細な発

生生態に関する調査が今後の大きな課題である．また，調査した生産農家のうち，6 農家では出荷 7

日後においても炭疽病の発病が認められなかった．寺本ら（2009）の報告では，圃場管理と炭疽病の

発病との関連性について，剪定枝葉等の残渣が少なく，農薬の散布回数の多い圃場で，収穫後の果実
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発病は低い傾向にあったとされている．このことから，今後は本県においても発病が認められなかっ

た農家の圃場条件，薬剤散布履歴，栽培管理等の特徴を明らかにすることが必要と考えられた． 

 沖縄全域の罹病果実の病斑から分離した 2 種病原菌の分離頻度では，88.6%が C. gloeosporioides，

11.4%がC. acutatum と同定され，C. gloeosporioides は調べた全ての島から分離されたが，C. acutatum

の分離は沖縄本島の 4地点のみであった（第 1表）．このようにC. acutatumの分布は局所的であった

がC. gloeosporioidesは沖縄全域に分布しており，かつ 2種が分布する地域ではC. gloeosporioidesのほ

うが C. acutatum よりも分離頻度が高く，沖縄県において C. gloeosporioides が本病の優占種であるこ

とが明らかになった．このことから，東京大田市場の出荷果実で問題となる炭疽病の発病においても

C. gloeosporioidesが優占している可能性が推察された．フロリダおよびプエルトルコにおける分離頻

度の調査では，93%がC. gloeosporioides，5%がC. acutatum，2%はColletotrichum spp.であることが報

告されており（Lydia et al., 2006），本調査と同様な結果となっている．このことから，一般的にマンゴ

ー炭疽病の原因菌として C. acutatum より C. gloeosporioides のほうで重要度が高いと考えられる．し

かし，長崎県の露地ビワにおける炭疽病菌では，C. gloeosporioidesよりもC. acutatumが優占しており，

その原因のひとつとして C. acutatum が有するベンズイミダゾール系薬剤に対する耐性が考えられて

いる（古賀，1999）．マンゴーにおいてC. acutatumの分離率が低い原因の詳細は不明であるが，ビワ

の例とは逆にC. gloeosporioides は特定の農薬に対して耐性があるが， C. acutatum は感受性であると

いう可能性も考えられる．このことから，2 種病原菌間における薬剤感受性の違いについても検討す

る必要がある． 
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Ⅲ．施設マンゴー果実における炭疽病菌Colletotrichum gloeosporioides および

C. acutatum の潜在感染とその感染時期 

１．材料および方法 

１．１ 潜在感染している炭疽病菌の検出とその病原性  

 2007年 1月の出蕾期から 4月の結実期にかけて，沖縄県うるま市および糸満市の施設マンゴー各 1

圃場（ ‘アーウィン’）の樹上から，外観上健全な頂芽（1月），花芽（2月），花序（3月）および幼果

（4 月）を採取した（第 4図）．なお，両圃場ともに 1～4 月にかけて葉，枝および果房を含めた各部

位での炭疽病の病徴は認められず，試験期間中の殺菌剤の散布は行っていない．エタノール浸漬簡易

検定は Ishikawa（2003）の方法に従って行った．すなわち，試料を水道水で洗浄し，70%エタノール

に 60秒間浸漬後，滅菌水で 2回洗浄した．その後，湿らせた濾紙を敷いた 9 cm ガラスシャーレ内に

試料を収め，25 ℃の暗室で12日間培養して試料表面に形成した鮭肉色の分生子塊の有無を調査した．

各部位につき 1 樹 2 試料ずつ 5 樹より 10 試料を採取し，これを 3 反復行って計 15 樹の 30 試料を供

試した．形成された分生子塊から分生子を白金耳で掻き取り，画線培養により単胞子分離を行った．

1試料に出現する複数の分生子塊から任意に 1個を選び，1分生子塊あたり 1株の合計 34菌株を分離

した．分離菌の同定は以下の方法で行った．すなわち，ブドウ糖加用ジャガイモ煎汁寒天（PDA）培

地を 10 mL分注した 9 cmシャーレで分離菌を前培養し，生育した菌叢先端を直径 5 mmのコルクボ

ーラーで打ち抜き，新たに作製したPDA培地上の中央に置床した．これを 25 ℃の暗室で 5日間培養

し，佐藤（1997）の同定法に従い，分生子形態，菌叢の色調，菌叢直径を観察および計測した．また，

種特異的プライマーを用いたPCR検定による同定は，稲田・山口（2006）の方法に従い以下の手順で

行った．DNA 抽出は PDA 培地で 5 日間培養し，各菌株の菌叢から滅菌爪楊枝で気中菌糸をかきと

り，1.5 mL マイクロチューブに入れ，電子レンジ（500W)で 6 分間熱処理した後，Dneasy Plant Mini 

Kit （Qiagen）を用いた．PCR反応に供試するプライマーは上流にCaInt 2 （Sreenivasaprasad et al., 1996）

またはCgInt（Mills et al., 1992）を，下流に ITS4（White et al., 1990）を用いた．PCRは前章に準じた

方法で行い，紫外線照射下で C. acutatum は CaInt 2 と ITS4 の組み合わせで約 500 bp 付近，C. 

gloeosporioidesはCgInt と ITS4の組み合わせで約 450 bp付近のバンドの有無を観察した．なお，対照

菌株として用いた C. acutatum（MAFF306409）および C. gloeosporioides（MAFF204188）はそれぞれ

500 bp，450 bp付近でバンドを示すことが確認されている（澤岻ら，2012）．次に分離菌のマンゴー果
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実（ ‘アーウィン’）に対する病原性を，含菌寒天片を用いた接種試験で確認した．供試菌株は上記 34

菌株を用いた．PDA培地で 5日間培養して得られた各菌株の菌叢を直径 5 mmのコルクボーラーで打

ち抜き，接種用の含菌寒天片とした．収穫直後の成熟果実（果皮は鮮紅色を呈し，光沢が出ていない

状態）の表面を滅菌した柄付き針で付傷し，その上に供試菌株の含菌寒天片を置床した．接種果実は，

ただちにプラスチック製密閉容器（48 cm × 31 cm × 29 cm）内で保湿し 27 ℃の暗室内に静置して，接

種 7 日後に病斑形成の有無を確認した．無菌の PDA 培地寒天片を置床したものを対照区とし，接種

は 1菌株あたり 1果の 5反復で行った． 

 

 

 

 

 

１．２ nit 変異株の作出 

nit 変異株の作出は，Puhalla （1985）の方法に従って行った．供試菌株として沖縄県名護市マンゴー

圃場の罹病果実から分離した炭疽病菌C. gloeosporioides S754 （MAFF243421）を用いた．最小培地（シ

ョ糖 30 g，硝酸ナトリウム 2 g，リン酸 2水素カリウム 1 g，硫酸マグネシウム 7水和物 0.5 g，塩化

カリウム 0.5 g，寒天 20 g，trace elements solution 0.2 mL，蒸留水 1 L）を基本培地とし，これに塩素

酸カリウム（15 g/l）とL-アスパラギン（1.6 g/l）を加えたMMC培地上に，25 ℃暗黒下のPDA培地

で 5日間培養した供試菌株の菌叢片を 4シャーレに 20 個（5 個／シャーレ）置床した．置床 10日後

に生育した菌叢先端を滅菌した直径 5 mm のコルクボーラーで打ち抜いて最小培地に置床し，気中菌

糸がなく薄い菌叢を形成する株を nit変異株とした．得られた変異株はBrooker ら （1991）の方法に従

い硝酸塩，亜硝酸塩，ヒポキサンチン，アンモニウム塩，尿酸の利用の可否による菌叢生育の有無で

nit1，nit2，Nit3およびNitMの 4種の表現型（Phenotype）に分類した．すなわち，硝酸塩ナトリウム

を含む最小培地を基本とし，窒素源として硝酸塩ナトリウムの代わりに亜硝酸塩ナトリウム（0.5 g/l），

ヒポキサンチン（0.2 g/l），酒石酸アンモニウム（1 g/l）または尿酸（0.2 g/l）をそれぞれ添加して作製
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した 5 種類の各培地上に，25 ℃暗黒下の PDA 培地で 5 日間培養した nit 変異株の菌叢片を置床し，

硝酸塩ナトリウムのみ利用できない（菌叢が生育しない）ものを nit1，硝酸塩ナトリウム，亜硝酸塩

ナトリウム，ヒポキサンチンおよび尿酸を利用できないものを nit2，硝酸塩ナトリウムと亜硝酸塩ナ

トリウムを利用できないものをNit3，硝酸塩ナトリウムとヒポキサンチンを利用できないものをNitM

として類別した． 

１．３ nit 変異株の圃場接種による感染時期の検討 

 沖縄県農業研究センター内の施設マンゴー10年生樹（ ‘アーウィン’）の出蕾から開花および結実期

において，炭疽病菌の nit 変異株を用いた圃場接種による感染時期の調査を行った．供試菌株は前述

のS754 株由来の nit1株を用いた．あらかじめ nit1株をFreeman ら（2001）のMathur’s 培地（酵母エ

キス 0.1%，バクトペプトン 0.1%，ショ糖 1%，硫酸マグネシウム 7水和物 0.25%，リン酸 2水素カ

リウム 0.27%，寒天 2%，イプロジオン 2.5 μg，乳酸 0.1%，蒸留水 1 L）で 25 ℃の暗黒下にて 7日

間培養後，培地上に形成した菌糸上の分生子塊に滅菌水を加え，分生子懸濁液（1 × 103 個/mL）を作

製した．雨よけ期間中である 2010年 1～5月の生育期に頂芽（接種日：1月 13日），花芽（2月 15日），

花序（3月 26日）および幼果（5月 7日）に対して1箇所につき約 20 μL～20 mLの分生子懸濁液を

1 樹あたり 5 箇所の計 4樹 20 箇所にそれぞれ噴霧接種し，ビニールで覆い 48時間多湿条件にして潜

在感染を促した．その後は沖縄県果樹栽培要領（沖縄県農林水産部園芸振興課編，2003）に従い，着

果，結実させ，収穫まで通常管理により栽培した．なお，圃場では 1～5月にかけて葉，枝および果房

を含めた各部位での炭疽病の病徴は認められず，試験期間中の殺菌剤の散布は行っていない．6月 16

日～7 月 28 日に果実を収穫して 27 ℃の暗室内で保存，追熟させた．その結果，1 つの果実表面に発

生した複数の黒色病斑から任意に 1 病斑を選び，病斑部から大きさ 3 × 3 mm 程度の果皮組織を切り

取り，MMC 培地上に 1 シャーレあたり切片 5 個を置床した．25 ℃の暗黒下で 10 日間培養後，均一

の白色菌糸の伸長が認められたものから 1 シャーレあたり 1 菌株を分離した．分離菌の nit 変異株の

判定は，上記の最小培地に菌叢片を再度置床し，25 ℃の暗黒下で 5日間培養後に薄い菌叢生育を示す

ことを確認した．また，表現型（nit1）は上記の表現型類別用培地において硝酸塩ナトリウム，亜硝酸

塩ナトリウム，ヒポキサンチン，酒石酸アンモニウムまたは尿酸の利用能を確認した．併せて上記C. 

gloeosporioidesの種特異的プライマーを用いたPCR検定（稲田・山口，2006）により，遺伝子増幅（約

450 bp付近）の確認を行った． 
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２．結果 

２．１ 潜在感染している炭疽病菌の検出と分離菌の病原性  

 エタノール浸漬簡易検定により，採取時期の異なる頂芽，花芽，花序および幼果の全ての部位で粒

状，鮭肉色の分生子塊の誘導形成が認められた（第 5 図）．分生子塊の形成については，糸満市圃場

では全ての部位で分生子塊の形成が確認され，約 10～17%の形成率を示した．また，うるま市圃場で

は頂芽での検出は認められなかったが，それ以外の部位では約 17～20%の形成率で分生子塊の形成が

認められた（第 6 図）．2 圃場の各部位間における分生子塊の形成率についてKruskal-Waliis 検定を行

ったが有意差は認められず，うるま市圃場での頂芽を除いた各部位では概ね同頻度に分生子塊が形成

された．2圃場において分生子塊より任意に分離した 34菌株は分生子の形態，培養性状および 2種炭

疽病菌の種特異的プライマーによるPCR検定により，23菌株はC. gloeosporioides，11菌株はC. acutatum

と同定された（第 2 表）．両菌種の分離菌数について，糸満市圃場ではほぼ同分離頻度であったが，

うるま市圃場ではMann-Whitney's U 検定で有意差（p<0.01）が認められ，C. gloeosporioidesがより多

く分離された．果実への接種試験において，34 菌株はいずれも接種部位に黒色円形の病斑を形成し，

病斑上には粒状，鮭肉色の分生子塊が多数形成され，果実に対する病原性を示した．一方，対照区で

は発病は認められなかった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 19 - 

 

C.g a) C.a b) C.g C.a
頂　芽         1/3c) 2/3 0/0 0/0
花　芽 3/4 1/4 4/6 2/6
花　序 2/5 3/5 6/6 0/6
幼　果 3/5 2/5 4/5 1/5

計         9/17         8/17       14*/17d)         3/17

d) アスタリスクはC.g およびC.a 間におけるMann-Whitney's U  検定による

　 有意差（p <0.01）があることを示す．

c) 分離菌数／分生子塊を形成した試料数

b) C.a ：C. acutatum
a) C.g ：C. gloeosporioides

第2表　潜在感染していた分生子塊から分離されたマンゴー炭疽病

菌Colletotrichum gloeosporioidesおよびC. acutatumの分離菌数

糸満市圃場 うるま市圃場
供試部位

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．２ 生育時期別に接種した nit変異株の再分離  

 供試菌株のC. gloeosporioides S754からは 15菌株のnit 変異株が作出され，その表現型は，nit1が 1

菌株，Nit3が 14菌株であった．このうち，nit1株を用いて時期別の圃場接種を行った結果，頂芽，花

芽，花序および幼果に接種した枝で着果，結実し，無病徴の果実を収穫した．収穫後の保存中におい

て，各接種時期の果実の果皮上には典型的な黒色円状の炭疽病の病斑が形成された．nit変異株は全て

の接種時期の果実病斑部から再分離され，その分離果実数は頂芽接種では発病 6果中 1果，花芽接種

では発病 16 果中 1 果，花序接種では発病 11 果中 2 果，幼果接種では発病 11 果中 8 果であった（第

3 表）．なお，再分離された 12 菌株は全て最小培地上で薄い菌叢生育を示し，表現型類別用培地では
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    1月13日 頂芽 20 15 6           1a)

    2月15日 花芽 20 20 16 1
    3月26日 花序 20 20 11 2
    5月  7日 幼果 20 20 11 8

接種数

第3表　 Colletotrichum gloeosporioides nit1株の圃場接種による成熟果実の発病と

再分離頻度

a)MMC選択培地で病斑からnit1株が再分離された果実数

発病
果実数

nit1株
分離果実数

  接種月日 着果数接種部位

硝酸塩ナトリウムのみ利用できないことが確認された．また，いずれもC. gloeosporioidesの種特異的

プライマーによるPCR 検定で遺伝子の増幅（約 450 bp 付近）が認められた．これらの結果から，分

離菌は接種菌と同一の nit1株であることが確認された．各接種時期の接種日から2日後までの施設内

温度および湿度は，1月 13～15日の間でそれぞれ平均 13.0 ℃（最高 29.4 ℃，最低 6.2 ℃）および平

均 71.5%（最高 99.0%，最低 26.0%，），2月 15～17日で平均 16.5 ℃（最高 26.7 ℃，最低 11.8 ℃）お

よび平均 90.4% （最高 99.0%，最低 59.0%），3月 26～28日で平均 18.5 ℃ （最高 33.4 ℃，最低 9.0 ℃）

および平均 62.9% （最高 99.0%，最低 21.0%），5月 7～9日で平均 24.6 ℃ （最高 32.1 ℃，最低 21.8 ℃）

および平均 93.9%（最高 99.0%，最低 59.0%）であった. 

 

 

 

 

 

 

３．考察 

本研究では，マンゴー未熟果実以外の部位として新たに頂芽，花芽，花序および幼果でも 2種の炭

疽病菌C. gloeosporioidesおよびC. acutatumが潜在感染していることを初めて明らかにした（第 6図，

第 2表）．これにより，2種のマンゴー炭疽病菌の潜在感染は，外観上健全な頂芽，花芽，花序および

幼果で既に混在して成立し，感染後は開花，結実，果実肥大から収穫に至る過程において長期間，植

物組織内で潜伏し，収穫後の果皮上に病斑を形成することが示された．未熟果実における潜在感染は，

果皮に含まれる抗菌成分であるレゾルシノールによって病徴の発現が抑制され，収穫後には果実熟度

の進行とともに本物質が減少するため，完熟果実で発病が増加すると考えられている（Hassan et al., 

2007；Prusky and Keen, 1993）．本研究で供試した頂芽，花芽および花序においても潜在感染が認めら

れたことから，これらの部位でも抗菌物質の関与が推察されるが，未熟果実以外の部位におけるレゾ

ルシノール含有の有無はいまだ明らかではない．今後，マンゴーの様々な植物部位における抗菌物質
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の有無と潜在感染との関連性について調査する必要がある． 

 イチゴの無病苗検定で普及しているエタノール浸漬簡易検定法（Ishikawa，2003）は，潜在感染し

ているマンゴー炭疽病菌の検出にも有効であることが本研究により初めて示された．これまでに，マ

ンゴー病害における潜在感染した病原菌の検出は，Black Spot Diseaseの病原であるAlternaria alternata

で試みられている（Prusky et al., 1981）．これは外観健全な果皮組織を 1%次亜塩素酸ナトリウムで表

面殺菌し，PDA 培地（20 μg/mL チアベンダゾール含有）に置床して分離する方法であるが，著者は

マンゴー幼果を供試して，本法による潜在感染しているマンゴー炭疽病菌の検出を試みた結果，他の

葉圏微生物が多く出現し，検出は困難であった（データ省略）．次亜塩素酸ナトリウムのみでは，マン

ゴー組織表面は親水性が低いために表面殺菌が不十分となり，結果として多くの雑菌が残存していた

ものと推察される．一方，エタノール浸漬簡易検定法は組織分離と比較して，検出を困難にする雑菌

の影響が少なく，肉眼で識別可能な鮭肉色の分生子塊の形成を高率に誘導し，観察および分離も容易

であった．また，本法は処理時間も短く，作業性も簡便であることから，生産現場におけるマンゴー

炭疽病の発生予察ならびに無病苗検定に活用できると考えられた．現在のところ，エタノール浸漬に

よる分生子塊の形成誘導機作については不明である．バナナ炭疽病では，潜在感染菌による発病が果

実組織に侵入した菌糸によるものではなく，追熟時に付着器から再発芽して侵入した菌糸によること

が知られている．また，バナナ炭疽病菌の付着器は，昇汞に耐性を示すことから耐久器官としての役

割をもつと考えられている（Muirhead and Deverall，1981）．白田（1993）は，クワ炭疽病菌が潜在感

染した葉の裏面に紫外線（UV）を照射したところ，円形灰褐色の病斑が誘発されることを観察した．

このように，炭疽病菌の付着器は物理的および化学的ストレスに耐性を示すことが考えられる．本研

究においても，エタノール浸漬により分生子塊の形成が誘導されたことから，マンゴー炭疽病菌の付

着器がエタノールに耐性を有していることが推察されるが，植物組織内で無病徴的に感染している菌

糸による潜在の可能性もあり，潜在感染の形態については今後の研究課題と考えられる． 

 沖縄県内 2圃場のマンゴー頂芽，花芽，花序および幼果に潜在感染していた 2種の炭疽病菌分離株

（計 34菌株）のうちC. gloeosporioides（23菌株）がC. acutatum（11菌株）より多く分離された（第

2表）．澤岻ら（2012）は，沖縄県全域のマンゴー圃場より採取した罹病果実から炭疽病菌を 150菌株

分離し，そのうち約 9割がC. gloeosporioidesであったことから，C. gloeosporioidesが圃場での優占種

であり，炭疽病の原因菌としてC. acutatumよりも重要種であると推察した．しかし，本研究では圃場

別でみた場合，うるま市圃場では C. gloeosporioides が C. acutatum よりも有意に優占してはいるもの
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の，糸満市圃場では 2 種の炭疽病菌がほぼ同頻度で分離されており，圃場によっては必ずしも C. 

gloeosporioides だけが重要種ではないことが示された．圃場間で 2 種病原菌の分離頻度が異なった要

因の詳細は不明であるが，露地ビワの炭疽病菌では，C. gloeosporioidesよりもC. acutatumが優占して

おり，その原因のひとつとして防除で使用されているベンズイミダゾール系薬剤に対するC. acutatum

の感受性が低いことが考えられている（古賀，1999）．このことから，マンゴーにおいても登録農薬に

対する 2種病原菌間の薬剤感受性の違いと分離頻度との関連について検討する必要がある． 

 マンゴー果実における炭疽病菌の潜在感染がいずれの時期に成立したのか特定することは防除適

期を明らかにする上で重要である．本研究ではマーカーとなるマンゴー炭疽病菌の nit 変異株を作出

し，それを用いた時期別の圃場接種により検証を行った．その結果，頂芽，花芽，花序および幼果の

各生育ステージ別に接種した全ての枝から潜在感染果実が収穫され，保存，追熟中に形成された黒色

病斑から分離頻度には差があったものの接種菌である nit1 株が再分離された（第 3 表）．本研究では

接種された幼果由来の果実で最も高率に nit1株が分離され，比較的早い生育ステージに接種された頂

芽や花芽由来の果実からの分離頻度は低かった．寺本ら（2010）は，マンゴーの加温栽培において夜

温管理（21 ℃）を行った 5月から収穫までの期間が炭疽病の感染時期に相当し，その要因は外部気温

の上昇により夜間の施設内湿度が高まり，炭疽病の発生に好適な環境条件となったためと推察してい

る．本研究においても 5月は沖縄では梅雨期にあたり，感染に好適な温湿度が十分に保持されていた

ことから，病原菌の潜在化の割合が高まったと推察される．一方，それ以前の接種時期で分離頻度が

低下した要因として，接種日から 2日後まで接種部位をビニールで覆うことにより湿度は十分確保さ

れてはいたが，施設内の 2日間の温度が平均 13.0 ℃ （最高 29.4 ℃，最低 6.2 ℃）と，5月の平均気温

と比較して明らかに低く，感染の適温に満たなかったことが考えられる．また，他の要因として，早

いステージでの接種では，接種菌以外の多くの自然感染した炭疽病菌に nit1 株がマスクされてしま

い，さらには接種後の生理落果や摘果によって，残る果実に対する nit1株の優占頻度が低くなってし

まったことが推察される．しかし，低率ながらも 1月の圃場接種で収穫後の果実に病斑形成が認めら

れたことから，外部環境条件が整えば 1月の出蕾期においても病原菌の潜在感染は十分可能であるこ

とが示唆された．以上より，圃場における炭疽病の防除対策は出蕾前の 12 月から予防的に行うこと

が重要であると考えられた．宮崎県におけるマンゴー農家の栽培実態から，薬剤散布回数が多いほど，

また，殺菌剤の最終散布から収穫までの日数が短いほど炭疽病の発病果率が低い傾向であることが認

められている（寺本ら，2009）．そのため，本病を圃場で効率的に防除するためには，国内における数
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種登録農薬を利用した出蕾前（12月）から収穫前（6月下旬の袋かけ）までのローテーション散布体

系技術の確立が重要であると考えられた． 

 本研究の結果から，マンゴー炭疽病菌 C. gloeosporioides の nit 変異株を作出し，マーカーとして利

用する実験手法は，病原菌の生態を解明する上で有効な方法であることが示された．なお，nit 変異株

をマンゴー炭疽病菌のマーカーとした生態的研究は，本研究が初めてとなる．イチゴ炭疽病では病原

菌の越冬形態の解明に nit 変異株が利用され，圃場内の罹病残渣が重要な 1 次伝染源であることが立

証された（石川，2005）．本研究ではマンゴー炭疽病菌が頂芽，花芽および花序に潜在感染しているこ

とが明らかとなったが，雨よけ条件下における病原菌の 1次伝染源ならびに伝搬経路や伝搬方法につ

いては，いまだ不明である．イチゴ炭疽病では発病していない潜在感染株からも降雨と潅水によって

分生子が飛散することが確認されており（稲田・古田，2011），マンゴー炭疽病においても，雨よけが

実施されていない期間（8月～12月）の降雨によって，潜在感染葉および罹病残渣から頂芽が形成さ

れる着果枝先端部へ分生子が伝搬している可能性が考えられる．この点については，今後上記の nit 変

異株を活用することにより，実験的に検証できると考えられる．また，イチゴ炭疽病菌およびリンゴ

炭疽病菌の完全世代の子のう胞子は，圃場で空気伝搬することが報告されている（稲田・古田，2011 ；

Sutton and Shane，1983）．マンゴー炭疽病菌の完全世代 Glomerella cingulata は培地上での形成は確認

されている（澤岻ら，2013a）が，圃場ではいまだ発見されていないため，今後も完全世代の探索を行

う必要がある．さらに，リンゴやモモでは圃場近隣のニセアカシアが炭疽病の伝染源になることが明

らかにされ（工藤，1970 ；小野ら，1996），イチゴでは圃場周辺のヒユ科，キク科およびアブラナ科な

どの多くの雑草種から炭疽病菌（G. cingulata）が分離されるなど，病原菌が無病徴で多種の雑草に定

着して感染源になる可能性が示されており（平山ら，2007），マンゴー圃場周辺の炭疽病罹病植物の

探索および伝染源の可能性についても併せて検証する必要がある． 
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Ⅳ．マンゴー炭疽病菌の薬剤感受性および薬剤体系散布（ver. 1）の防除効果 

１．材料および方法 

１．１ 炭疽病菌の薬剤感受性  

 国内でマンゴーに登録のある 5薬剤について，培地上での病原菌の菌叢生育および分生子発芽に及

ぼす効果について検討した．供試菌株として沖縄県名護市の農家圃場より採集したマンゴー罹病果実

（ ‘アーウィン’）から分離した炭疽病菌C. gloeosporioides S754 （MAFF243421）およびC. acutatum S001

（MAFF243490）の計 2 菌株を使用した．供試菌株をあらかじめブドウ糖加用ジャガイモ煎汁寒天

（PDA）培地で 25 ℃の暗黒条件下にて 5 日間前培養し，菌叢先端を直径 5 mm のコルクボーラーで

打ち抜いて得られた含菌寒天片を，各薬剤の常用濃度になるように調整した薬剤加用 PDA 培地の中

央に置床した．25 ℃の暗黒条件下で 5日間培養後に伸長した菌叢の直径を測定した．薬剤が添加され

ていない PDA 培地に供試菌株の含菌寒天片を置床したものを対照とした．常用濃度として，キャプ

タン水和剤 600倍（有効成分 1,333 ppm，アリスタライフサイエンス），マンゼブ水和剤 800倍（有効

成分 938 ppm，ダウ・ケミカル日本），イミノクタジンアルベシル酸塩水和剤 1,000倍（有効成分 400 

ppm，日本曹達），アゾキシストロビンフロアブル 1,000倍（有効成分 100 ppm，シンジェンタ），クレ

ソキシムメチルドライフロアブル 2,000 倍（有効成分 235 ppm，日産化学工業）にそれぞれ濃度を設

定した．また，上記と同様に常用濃度になるように薬剤を添加した素寒天培地に供試菌株の分生子懸

濁液（1×103 個/mL）を 20 μL滴下し，滅菌したガラス棒で均一に塗抹した．薬剤が添加されていない

素寒天培地に上記と同濃度の供試菌株の分生子懸濁液を塗抹したものを対照とした．25 ℃の暗黒条

件下にて 48 時間静置し，分生子 100 個あたりの発芽数を調査した．各試験ともに 1 薬剤につき 9 反

復で行った．なお，ストロビルリン系薬剤（以下QoI 剤）であるアゾキシストロビンフロアブルおよ

びクレソキシムメチルドライフロアブルについては，稲田ら（2010）の方法に従ってシアン耐性呼吸

阻害剤の salicylhydroxamic acid （SHAM, MP Biomedicals）が最終濃度 1,000 ppm になるように各培地に

添加して評価を行った． 

１．２ 果実肥大期の薬剤散布による防除効果と薬害  

 試験は 2008年に沖縄県うるま市の施設マンゴー圃場で実施した．供試樹は樹齢 14年生の品種 ‘ア

ーウィン’を用いた．なお，試験圃場の供試樹において，外見上健全な頂芽，花芽，花序および幼果

からエタノール浸漬簡易診断法（Ishikawa, 2003）および種特異的プライマーによるPCR （稲田・山口，
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2006）によって 2種炭疽病菌の分離と同定を試みたところ，C. gloeosporioidesが約 82%，C. acutatum

が約 12%の割合で分離され，2 種病原菌が混在して分布していたことが確認されている（澤岻ら，

2013d）．薬剤はキャプタン水和剤 600倍（1,333 ppm），クレソキシムメチルドライフロアブルは 2,000

倍（235 ppm）およびアゾキシストロビンフロアブルは 1,000倍（100 ppm）の3薬剤を供試して，果

実肥大期にあたる 6月下旬から 7月上旬の雨よけ期間内での散布を実施した．散布回数は登録適用基

準に従い，キャプタン水和剤およびクレソキシムメチルドライフロアブルは 6月 25日，6月 30日お

よび 7月 4日の計 3回，アゾキシストロビンフロアブルは 7月 4日の計 1回で散布を行った．薬液は

動力噴霧器を用いて樹全体に約 260 L/10 aの割合で十分量散布した．なお，散布時の薬液には展着剤

（有効成分ポリアルキレングリコールアルキルエーテル 27.0%，日本農薬）5,000倍を添加し，殺虫剤

等との混用は行わなかった．薬剤散布後は直ちに果実の袋かけを行い，その後は沖縄県果樹栽培要領

（沖縄県農林水産部園芸振興課編，2003）に従い，収穫まで一般管理により栽培した．収穫は 2008年

7 月 16 日～8 月 5 日の期間に行った．収穫した果実は 27 ℃下の室内で追熟させ，効果の判定は沖縄

などの島嶼県から出荷して市場流通後，店頭までの日数を考慮して，収穫から保存 5日目の発病果率

および発病度を調査した．なお，試験は 1 区 1 樹 10 果の 3 反復で行った．発病度は以下の広瀬ら

（2008）の基準に従って算出した．指数 0: 発病なし，指数 1: 2 mm 以下の病斑が 2個以下，指数 2: 

2 mm 以下の病斑が 3～6個また 2～5 mmの病斑が1個，指数 3: 指数 2以上，発病度＝｛Σ（指数別

発病果数×指数）/ （3×調査果数）｝×100．また，果実の薬害調査は収穫当日に薬液による斑点状の症状

を目視で確認し，30果あたりの薬害の発生率を算出した． 

１．３ 薬剤体系散布（ver. 1）による防除効果  

 薬剤感受性試験で2種炭疽病菌に対して高い感受性を示した薬剤を主体に2009年から2010年まで

沖縄県うるま市および糸満市の施設マンゴー圃場で試験を実施した．供試樹はうるま市が樹齢 15～

16 年生，糸満市が樹齢 10～11 年生でいずれも品種は‘アーウィン’を用いた．なお，両試験圃場の

供試樹において，上述の検定法（稲田・山口，2006 ；Ishikawa, 2003）によって 2種炭疽病菌の分離と

同定を試みたところ，うるま市ではC. gloeosporioidesが約 82%，C. acutatumが約 12%の割合で，糸満

市ではC. gloeosporioidesが約 53%，C. acutatumが約 47%の割合で分離され，2種病原菌が混在して分

布していたことが確認されている（澤岻ら，2013d）．試験区は第 4表に示すように 4種薬剤を供試し

て出蕾前の 12 月下旬から散布を開始し，収穫前の袋かけ直前まで計 8 回の体系散布を実施した．す
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なわち，出蕾前の 12 月は施設天井のビニール被覆がないため，一般的に耐雨性の高いマンゼブ水和

剤（田代，2007b ；田代ら，2004）を最初の薬剤として 2回散布し，天井ビニール被覆以降，開花期に

キャプタン水和剤 2 回，結実期から果実肥大期にかけてクレソキシムメチルドライフロアブル 3 回，

果実肥大期の後半（袋かけの直前）にアゾキシストロビンフロアブル 1回の順序で散布を行った．キ

ャプタン水和剤では果実で薬液による斑点状の症状が生ずること，マンゼブ水和剤については黄褐色

の薬液による果実の汚れが明瞭であることから，この 2 薬剤の散布時期は着果前に限定した．一方，

薬液による汚れや薬害が少なく，収穫前日でも散布が可能であるクレソキシムメチルドライフロアブ

ルおよびアゾキシストロビンフロアブルの散布は着果期以降に実施した．各薬剤の散布回数は登録適

用基準の回数以内になるように設定した．散布間隔は2009年のうるま市が 18～31日，糸満市が 14～

31 日，2010 年のうるま市では 14～33 日，糸満市は 14～28 日であった．薬液は動力噴霧器を用いて

樹全体に約 260～410 L/10 aの割合で十分量散布した．なお，散布時の薬液には展着剤（有効成分ポリ

アルキレングリコールアルキルエーテル 27.0%，日本農薬）5,000倍を添加し，殺虫剤等との混用は行

わなかった．薬剤散布後は直ちに果実の袋かけを行い，その後は沖縄県果樹栽培要領（沖縄県農林水

産部園芸振興課編，2003）に従い，収穫まで一般管理により栽培した．収穫は 2009 年のうるま市で

は 7 月 13 日～8 月 12 日，糸満市では 6 月 17 日～7月 19 日，2010 年のうるま市では 7 月 5 日～8 月

15日，糸満市では 6月 16日～7月 28日の期間に行った．収穫した果実は 27 ℃下の室内で追熟させ，

効果の判定は上記と同様に保存 5 日目の発病果率および発病度を調査した．発病度は上述の広瀬ら

（2008）の基準に従って算出した．また，薬害調査は収穫当日に薬液による果実の斑点症状の有無を

目視で確認した．試験は 2009 年のうるま市は 1 区 1 樹 10 果の 3 反復，糸満市は 1 区 1 樹 15 果の 3

反復，2010 年はうるま市および糸満市ともに 1区 1樹 20果の 3反復で行った．体系散布の有効性に

ついては，複数の独立した試験結果を定量的・統計学的に統合して解析するメタ・アナリシス（田代，

2007a）によって無散布区に対する防除効果を評価した．すなわち，第 6 表に示す 2009 年と 2010 年

の 2圃場 4試験事例の結果を解析に用いた．メタ・アナリシスはDerSimonian-Laired methodにより統

計解析ソフトウェアStatsDirect Version 2.7.9（StatsDirect Ltd）を用い，体系散布区と無散布区の保存 5

日後の発病果率の割合（リスク比と 95%信頼区間：C.I.）を求めて防除効果を評価した．リスク比の

値が 1.0 未満であれば，その値分の比率だけ無散布に比べて有意に発病果率が低いことを示す（リス

ク比 0.1は無散布区に比べて発病果率が 10%であることを示す）． 
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雨よけなし

花芽分化期 出蕾期 収穫期

うるま市 12/24 1/24 2/24 3/24 4/24 5/24 6/11 7/2 7/13～8/12

糸満市 12/24 1/24 2/24 3/24 4/24 5/9 5/23 6/6 6/17～7/19

 Ma a) Ma Ca Ca Kr Kr Kr Az

- - - - - - - -

うるま市 12/28 1/25 2/22 3/8 3/23 4/12 5/7 6/9 7/5～8/15

糸満市 12/28 1/25 2/22 3/8 3/23 4/12 5/7 5/28 6/16～7/28

Ma Ma Ca Ca Kr Kr Kr Az

- - - - - - - -

a)  Ma, マンゼブ水和剤（938 ppm）；Ca, キャプタン水和剤（1,333 ppm）；Kr, クレソキシムメチルドライフロアブル（235 ppm）；

Az, アゾキシストロビンフロアブル（100 ppm）

果実肥大期

2010

年度 処理区 試験地

雨よけ

開花期 着果期

袋かけ
体系散布（ver.1）

無散布

第4表　2009～2010年の圃場試験における薬剤体系散布（ver.1）スケジュール

2009 袋かけ
体系散布（ver.1）

無散布

 

 

 

 

 

 

２．結果 

２．１ 炭疽病菌の薬剤感受性  

  第 7図に各種薬剤の 2種炭疽病菌の菌叢生育および分生子発芽に対する感受性の結果を示した．全

ての供試薬剤で 2種炭疽病菌の菌叢生育が抑制され，完全に抑制した薬剤はアゾキシストロビンフロ

アブル，マンゼブ水和剤およびクレソキシムメチルドライフロアブルの 3薬剤であった．次いでキャ

プタン水和剤，イミノクタジンアルベシル酸塩水和剤の順となり，2 剤ともに 2種炭疽病菌の菌叢は

やや生育したが，有意に菌叢生育を抑制した．イミノクタジンアルベシル酸塩水和剤では C. 

gloeosporioidesと比較してC. acutatumに対する菌叢生育の抑制効果は低い傾向であった．分生子発芽

をみると，完全に発芽を抑制した薬剤はキャプタン水和剤，アゾキシストロビンフロアブル，マンゼ

ブ水和剤およびクレソキシムメチルドライフロアブルの 4薬剤であった．一方，イミノクタジンアル

ベシル酸塩水和剤は，C. gloeosporioidesに対して有意に発芽抑制を示すが，C. acutatumに対する発芽

抑制は認められなかった． 

２．２ 果実肥大期の薬剤散布による防除効果と薬害  

  第 5表に果実肥大期の 3薬剤による防除効果および薬害の発生率を示した．無散布区の発病果率お

よび発病度はそれぞれ 50.9%，34.6で概ね中発生条件下での試験となった．キャプタン水和剤区では

発病果率 59.0%，発病度 38.6 と無散布区よりも高い値となり，防除効果は認められなかった．一方，

クレソキシムメチルドライフロアブル区では発病果率 30%および発病度 13.3，アゾキシストロビンフ

ロアブル区は発病果率 23.4%および発病度 6.7 と無散布区と比較して発病の抑制効果が認められた．

クレソキシムメチルドライフロアブル区およびアゾキシストロビンフロアブル区間における防除効
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処理区
総果実数
（個）

発病果率
（%） 発病度 a) 薬害

（%）

キャプタン水和剤 30         59.0  a b)         38.6  a         43.3
クレソキシムメチルドライフロアブル 30         30.0  bc         13.3  b 0.0
アゾキシストロビンフロアブル 30         23.4  c           6.7  b 0.0
無散布 30         50.9  ab         34.6  a 0.0
a) 発病度は広瀬ら（2008）の方法に従って算出した．

b) 異なるアルファベットはアークサイン変換後のTukey-Kramer HSD testによる有意差（p < 0.01）
を示す．

第5表  果実肥大期におけるマンゴー炭疽病に対する各種薬剤の防除効果および果皮の薬害

果に統計的な有意差は認められず，効果はほぼ同等であった．果実の薬害の発生については，キャプ

タン水和剤区で薬液による斑点症状が確認され（第 8図），その発生率は 43.3%であった．一方，無散

布区，クレソキシムメチルドライフロアブル区およびアゾキシストロビンフロアブル区では薬液によ

る果実の斑点症状は認められなかった． 
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2009 2010
総果実数
（個）

発病果率
（%） 発病度 a) 総果実数

（個）

発病果率
（%）

発病度

体系散布（ver.1） 30         23.3 * b)         14.4 * 60         13.3 *           5.6 *
無散布 30         96.7         81.1 60         95.0         60.0
体系散布（ver.1） 45           2.2 *           1.5 * 60           3.3 *           1.1 *
無散布 45         62.2         32.6 60         66.7         35.6

第6表  マンゴー炭疽病に対する薬剤体系散布（ver.1）の防除効果

a) 発病度は広瀬ら（2008）の方法に従って算出した．

b) アスタリスクはMann-Whitney U  testによる有意差（p  < 0.01）を示す．

うるま市

糸満市

処理区試験地

 

 

 

 

 

 

 

２．３ 薬剤体系散布（ver. 1）による防除効果  

  第 6 表に薬剤体系散布（ver. 1）の防除効果の結果を示した．2009 年のうるま市および糸満市にお

ける無散布区の発病果率はそれぞれ 96.7%と 62.2%，発病度は 81.1と 32.6で概ね多発生条件下での試

験となった．一方，うるま市および糸満市における体系散布区の発病果率はそれぞれ 23.3%と 2.2%，

発病度は 14.4と 1.5で無散布区と比較して有意に発病を抑制した．また，2010年のうるま市および糸

満市における無散布区の発病果率はそれぞれ 95.0%と66.7%，発病度は 60.0と 35.6で前年同様に多発

生条件となった．これに対し，うるま市および糸満市における体系散布区の発病果率はそれぞれ13.3%

と 3.3%，発病度は 5.6 と 1.1 で無散布区と比較して有意に発病が抑制された．2009 および 2010 年と

もに，体系散布区の果実では薬液による斑点症状は認められなかった（データ省略）．これら 2圃場 4

試験の結果をメタ・アナリシス解析によって統合評価したところ，体系散布区からみた無散布区に対

する統合リスク比は，0.12（95%信頼区間：0.05～0.26）で誤差の範囲を含めて 1.0 未満であり，体系

散布は有意に発病を抑制した（第 9図）． 
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３．考察 

 本研究の結果から，我が国のマンゴー炭疽病の 5種登録薬剤のうち 2種病原菌の菌叢生育と分生子

発芽に対して高い感受性を示した薬剤は，キャプタン水和剤，マンゼブ水和剤，アゾキシストロビン

フロアブルおよびクレソキシムメチルドライフロアブルの 4 薬剤であることが明らかになった（第 7

図）．このことから，施設マンゴーにおける本病に対する有効な薬剤防除体系は，この 4 薬剤を中心

に体系化することが効果的であると考えられた．一方，イミノクタジンアルベシル酸塩水和剤では特

に分生子発芽において 2種菌間で著しい感受性の差異が認められ，C. gloeosporioidesに対する発芽抑

制は示すが，C. acutatumに対する発芽抑制はみられなかった．本剤は細胞膜機能および脂質生合成に

作用し，分生子発芽，発芽管伸長，付着器形成および侵入系形成等を阻害する（坂本，1992）．これま

でにイチゴ炭疽病菌Glomerella cingulata（Stoneman）Spaulding & H. Schrenkに対して予防と治療効果

を有する薬剤としても報告されている（平山ら，2008b）．C. acutatumの分生子発芽に対するイミノク

タジンアルベシル酸塩水和剤の感受性に関する報告はほとんどなく，本研究で分生子発芽抑制がみら

れなかった原因の詳細は不明であるが，今後は供試菌株数を増やして詳しく調べる必要がある．また，

アゾキシストロビンフロアブルとクレソキシムメチルドライフロアブルについては，PDA 培地にシ

アン耐性呼吸阻害剤のSHAMを添加して評価を行った．QoI 剤の検定は通常のPDA培地上では病原

菌のバイパス呼吸経路であるシアン耐性呼吸系の活性化により菌叢生育の抑制が低下して正確な感

受性の評価ができない．そのため，1,000 ppm のSHAMを培地に添加する必要がある（稲田ら，2010）．
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本研究においても本法を用いた検定でアゾキシストロビンフロアブルとクレソキシムメチルドライ

フロアブルの 2 種マンゴー炭疽病菌に対する高い菌叢生育および分生子発芽の抑制効果が認められ

た． 

 果実肥大期の薬剤散布による防除効果試験の結果から，クレソキシムメチルドライフロアブル 3回

およびアゾキシストロビンフロアブル 1回散布により防除効果が認められ，マンゴー果皮上の薬液に

よる汚れや薬害は認められなかったことから，2 薬剤ともに着果期以降での散布剤として有効である

ことが示された（第 5 表）．これまでにもブドウ晩腐病の防除において，クレソキシムメチルおよび

アゾキシストロビン水和剤が高い防除効果を示し，ブドウ果房での薬害や薬液による汚れは認められ

なかったことが確認されている（深谷・高橋，1999）．一方，キャプタン水和剤は3回散布にもかかわ

らず顕著な防除効果は認められず，マンゴー果皮上では薬液による斑点症状が高率に発生することが

はじめて確認された（第 8 図）．これに類似する事例として，モモではキャプタン水和剤を成熟期に

使用した場合，果実に油焼け状の斑点が現れ，のちに亀裂を生じることが確認されており（矢野，1975），

スモモでは本剤の散布により特定の品種 ‘スタンレイ’で果実に胴さび状の症状が発生することが報

告されている（飯島・徳永，1992）．また，ブドウ晩腐病の防除におけるマンゼブ水和剤の散布は，ブ

ドウ果房で薬液による汚れが目立ち，果実肥大期での使用は困難であることが報告されている（深谷・

高橋，1999）．このことから，施設マンゴー栽培においては，キャプタンおよびマンゼブ水和剤の使用

は着果前までが望ましいと考えられた．キャプタン水和剤は 2種病原菌の菌叢生育および分生子の発

芽を有意に抑制したが，圃場散布では防除効果がほとんど認められなかった．しかし，in vitroでは高

い抗菌活性が確認されたこと，殺菌機作は多作用点接触活性である（田口ら，2012）ことから，本剤

に対する炭疽病菌の薬剤耐性獲得の可能性は低いと考えられる．おそらく雨よけ期間中の果実肥大期

では，果皮上で既に病原菌の潜在感染が成立しており，浸透移行性に乏しく，予防剤としての作用が

強い本剤の特性から，病原菌の感染成立後の散布は防除時期として適していなかったためと考えられ

る．これに対しクレソキシムメチルドライフロアブルおよびアゾキシストロビンフロアブルで認めら

れた防除効果は，病原菌の菌叢生育および分生子発芽阻害に加え，分生子発芽後に形成される付着器

の感染および付着器から果皮組織に侵入する角皮下菌糸に浸達して治療効果を示したためではない

かと考えられた． 

 これまでに澤岻ら（2013d）は，マンゴー炭疽病菌の感染時期は 1 月の出蕾期には既に成立してお

り，5 月の幼果期に最も潜在化の割合が高くなることを明らかにした．このことから，本病の薬剤防
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除は出蕾前の 12 月から予防的に散布を開始し，収穫前まで体系的に散布を継続することが重要であ

ると考察した．しかし，圃場における病原菌の詳細な感染開始の時期については未だ不明である．ク

ワ炭疽病菌C. acutatumが桑樹上に表生あるいは浅く内生して越冬することが確認されている（Yoshida 

and Shirata, 1999）ように，マンゴー樹上または樹体内で病原菌が通年無病徴的に潜在感染しながら，

これが翌年の発病を引き起こしている可能性も考えられる．そのため，体系防除の策定には，新たに

感染が起こる場合と既に感染が成立している場合の 2 つの感染パターンを想定して薬剤を選択する

必要がある．in vitroで 2種炭疽病菌に効果を示した 4種薬剤のうち，キャプタンおよびマンゼブ水和

剤は菌体内の SH 酵素の働きや ATP 形成を阻害することによって感染時に効果を示す予防剤（田口

ら，2012）として，クレソキシムメチルドライフロアブルおよびアゾキシストロビンフロアブルはミ

トコンドリア内のチトクローム電子伝達系阻害による呼吸阻害によって感染成立後にも効果を示す

治療剤（井手・田代，2004）として作用することが知られている．キャプタン水和剤は果実肥大期に

おける散布試験では顕著な防除効果はみられなかったが，in vitroでの抗菌活性が認められていること

から，適切な散布時期では高い予防効果を示すものと考えられる．また，QoI 剤であるクレソキシム

メチルドライフロアブルおよびアゾキシストロビンフロアブルのみによる適所散布でも防除効果は

期待できるが，同系統薬剤のみに依存した連年散布は耐性菌の発生リスクが高まることが推察される

ため，体系防除には作用点の異なる系統の薬剤を組み入れる必要がある．そこで，本研究ではこれら

QoI 剤とあわせて，in vitroで高い抗菌活性を示した予防剤のキャプタンおよびマンゼブ水和剤を追加

して，4種薬剤を組み合わせた体系散布スケジュール（第 4表）を策定し，その防除効果を検討した．

その結果，2009 および 2010 年ともに体系散布区で高い防除効果が認められ，収穫 5 日後の炭疽病の

発病果率は無散布区と比較して約 76～96%まで抑制された．また，薬液による果実の斑点症状は認め

られなかった．さらに 2ヵ年 4試験事例によるメタ・アナリシス解析により，体系散布区の炭疽病の

発病は無散布区に比べて有意に少なく，無散布区の発病果率の約 12%にまで抑制されることが示され

た（第 9図）．以上より，施設マンゴーにおける 4 種薬剤を組み合わせた体系散布（ver. 1）は，炭疽

病の薬剤防除体系として有効であることが明らかとなった． 

 本項で策定した体系散布 （ver. 1）は，着果期以降QoI 剤であるクレソキシムメチルドライフロアブ

ルおよびアゾキシストロビンフロアブルの連続散布となっている．着果以降は果実に薬害を生じない

薬剤を選択することが必須であるが，マンゴーはマイナー作物であるために薬剤の登録数が少なく，

やむを得ず第 4表に示す散布の順序となった．しかしながら，茨城県（菊池ら，2010），佐賀県（稲田
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ら，2008）および奈良県（平山ら，2008a）において QoI 剤耐性イチゴ炭疽病菌が既に確認されてお

り，防除歴における散布回数の削減を余儀なくされている．こうした背景から，今後はQoI 剤耐性炭

疽病菌の発生実態調査を行うとともに，体系散布についてはQoI 剤の散布回数削減の検討ならびに代

替殺菌剤の登録等に取り組む必要がある．また，薬剤防除による効果を補完するために，耕種的防除

法を積極的に取り入れながら QoI 剤のみに依存しない総合防除体系の構築が重要であると考えられ

る． 
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Ⅴ．マンゴー炭疽病および軸腐病の同時防除のための数種有効殺菌剤を用いた

体系散布技術（ver. 2）の確立  

１．材料および方法 

１．１ 病原菌の薬剤感受性 

 沖縄県名護市の農家圃場より採集した罹病果実（ ‘アーウィン’）から分離した炭疽病菌C. siamense 

S754株（旧分類の広義C. gloeosporioides  MAFF243421）およびC. fioriniae S001株（広義C. acutatum 

MAFF243490），沖縄県豊見城市および宮古島市の農家圃場より採集したマンゴー罹病果実（ ‘アーウ

ィン’および‘キーツ’）から分離した軸腐病菌Lasiodiplodia theobromae Tof 株（MAFF243289：豊見

城市由来）およびMif株（MAFF243288：宮古島市由来）の計 4菌株を使用した．供試薬剤として国

内でマンゴーに登録のある以下の 10 種殺菌剤を使用した．アゾキシストロビンフロアブル 1,000 倍

（有効成分 100 ppm），イプロジオン水和剤 1,000倍（有効成分 500 ppm），イミノクタジンアルベシル

酸塩水和剤 1,000倍（有効成分 400 ppm），塩基性硫酸銅水和剤 50倍（有効成分 740 ppm），キャプタ

ン水和剤 600倍（有効成分1,333 ppm），クレソキシムメチルドライフロアブル 2,000倍（有効成分 235 

ppm），トリフルミゾール水和剤 2,000倍（有効成分150 ppm），プロシミドン水和剤 1,000倍（有効成

分 500 ppm），マンゼブ水和剤 800倍（有効成分 938 ppm）およびメパニピリムフロアブル 2,000倍（有

効成分 200 ppm）．また，各薬剤の濃度は登録適用基準に従って設定した．供試菌株をあらかじめブド

ウ糖加用ジャガイモ煎汁寒天（PDA）培地で 25 ℃の暗黒条件下にて 3～5日間前培養し，菌叢先端を

直径 5 mmのコルクボーラーで打ち抜いて得られた含菌寒天片を，各薬剤の常用濃度になるように薬

液を培地と混和して作成した薬剤加用 PDA 培地の中央に置床し，25 ℃の暗黒条件下で 3～5 日間培

養後に伸長した菌叢直径を測定した．また，薬剤が添加されていない PDA 培地に供試菌株の含菌寒

天片を置床したものを対照とした．これら試験に加え，分生子発芽による感受性検定も行った．上記

と同様に薬剤を添加した素寒天培地に各供試菌株の分生子懸濁液（1×103 個/mL）を 20 μL 滴下し，

滅菌したコンラージ棒で均一に塗抹した．また，薬剤が添加されていない素寒天培地に上記と同濃度

の供試菌株の分生子懸濁液を塗抹したものを対照とした．25 ℃の暗黒条件下にて 48時間静置し，炭

疽病菌は分生子 100 個あたり，軸腐病菌は分生子 30 個あたりの発芽数を調査した．各試験は 1 薬剤

につき 3反復行った．なお，ストロビルリン系薬剤（QoI 剤）であるアゾキシストロビンフロアブル

およびクレソキシムメチルドライフロアブルについては，稲田ら（2010）の方法に従ってシアン耐性
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呼吸阻害剤の salicylhydroxamic acid （SHAM, MP Biomedicals）が最終濃度 1,000 ppm になるように各培

地に添加して評価を行った． 

１．２ 同時防除のための薬剤体系散布（ver. 2）による防除効果 

 2012 年から 2014 年にかけて，沖縄県うるま市および糸満市の 2ヵ所の施設マンゴー圃場で体系散

布による防除効果試験を実施した．供試樹はうるま市が樹齢 20年生，糸満市が樹齢 14年生でいずれ

も品種は ‘アーウィン’を用いた．薬剤感受性試験でマンゴー炭疽病菌および軸腐病菌に対して高い

感受性を示したマンゼブ水和剤，アゾキシストロビンフロアブル，塩基性硫酸銅水和剤，キャプタン

水和剤の 4 薬剤に，軸腐病の唯一の登録薬剤であるプロシミドン水和剤を加えた計 5 薬剤を用いて，

第 7表に示すようにローテーションで計 8回の体系散布を実施した．すなわち，出蕾前あるいは出蕾

時に塩基性硫酸銅水和剤 1回，出蕾期から開花初期にかけてマンゼブ水和剤 2回，開花期から着果初

期にかけてキャプタン水和剤 2回，着果期から果実肥大期にかけてプロシミドン水和剤 2回，果実肥

大期の後半（袋かけの直前）にアゾキシストロビンフロアブル 1回の順序で散布した．キャプタン水

和剤では果実で薬液による斑点状の症状が生ずること（澤岻ら，2013c），塩基性硫酸銅およびマンゼ

ブ水和剤については褐色の薬液による果実の汚れが明瞭であることから，この 3薬剤の散布時期は前

半の着果初期前までに限定した．一方，薬液による汚れや薬害が比較的少ないプロシミドン水和剤お

よび収穫前日でも散布が可能であるアゾキシストロビンフロアブルの散布は後半の着果期以降に実

施した．各薬剤の散布回数は登録適用基準の回数以内になるように設定した．薬液は動力噴霧器を用

いて樹全体に約 250～400 L/10 aの割合で十分量散布した．なお，散布時の薬液には展着剤（有効成分

ポリアルキレングリコールアルキルエーテル 27.0%）5,000倍を添加し，殺虫剤等との混用は行わなか

った．薬剤散布後は直ちに果実の袋かけを行い，その後は沖縄県果樹栽培要領（沖縄県農林水産部園

芸振興課編，2011）に従い，収穫まで一般管理により栽培した．収穫は 2012年試験のうるま市では7

月 11日～8月 16日，糸満市では 6月 21日～7月 26日，2013年試験のうるま市では 7月 13日～8月

2日，2014年試験のうるま市では 7月 13日～8月 12日，糸満市では 6月 17日～7月 7日の期間に行

った．防除効果の判定は，27 ℃下の室内で果実を 7日間保存した後に両病害の発病果率および発病度

を調査した．炭疽病の発病度は上述と同様に広瀬ら（2008）の基準に従って算出した．また，軸腐病

の発病度は以下の澤岻 ・比嘉 （2014）の基準に従って算出した．指数 0 ：発病なし，指数 1 ：果梗周辺

の軟化，指数 2 ：病斑が果面の 12.5%に達するもの，指数 3 ：病斑が 12.5%以上に達するもの，発病度
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第7表 2012～2014年の圃場試験における薬剤体系散布（ver.2）スケジュール

8月

上
a 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上

うるま市 Cob Ma Ma Ca Ca Pr Pr Az
糸満市 Co Ma Ma Ca Ca Pr Pr Az

2013 うるま市 Co Ma Ma Ca Ca Pr Pr Az
うるま市 Co Ma Ma Ca Ca Pr Pr Az
糸満市 Co Ma Ma Ca Ca Pr Pr Az

a) 上：月上旬，中：月中旬，下：月下旬．

b) Co，塩基性硫酸銅水和剤（740 ppm）； Ma, マンゼブ水和剤（938 ppm）；Ca, キャプタン水和剤（1,333 ppm）；Pr，プロシミドン

水和剤（500 ppm）；Az, アゾキシストロビンフロアブル（100 ppm）.

2012

2014

12月 1月 2月

 （袋かけ）収穫 

 （袋かけ） 収穫

（袋かけ）収穫

（袋かけ）収穫

（袋かけ）収穫

雨よけ

年度 試験地

6月 7月3月 4月 5月

花芽分化

雨よけなし

着果期 果実肥大期 収穫期出蕾期 開花期

＝｛Σ （指数別発病果数×指数）/ （3×調査果数）｝×100．薬害調査は収穫当日に薬液による果実の斑点

症状の有無を目視で確認した．試験は 2012年のうるま市は 1区 1樹 20果の 3反復，糸満市は 1区 1

樹 30果の 3反復，2013年のうるま市は 1区 1樹 21果の 3反復，2014年のうるま市は 1区 1樹 25果

の 3反復，糸満市は 1区 1樹 23果の 3反復で行った．なお，2013年試験では前年の台風 15，16およ

び17号の襲来により，糸満市のマンゴー樹で著しい樹勢低下がみられ試験実施が困難であったため，

うるま市のみでの試験を行った．体系散布の有効性については，上述と同様にメタ・アナリシス（田

代，2007a）によって無散布区に対する防除効果を評価した．すなわち，第 7表に示す 2012年～2014

年の 2圃場 5試験事例の結果を解析に用いた．メタ・アナリシスはDerSimonian-Laired methodにより

統計解析ソフトウェアStatsDirect Version 2 （StatsDirect Ltd）を用い，体系散布区と無散布区の保存 7日

後の炭疽病および軸腐病の発病果率の割合（リスク比と 95%信頼区間：C.I.）を求めて防除効果を評

価した． 

 

 

 

 

 

 

２．結果 

２．１ 病原菌の薬剤感受性  

 各種薬剤のマンゴー炭疽病菌および軸腐病菌の菌糸伸長および分生子発芽に対する感受性の結果

を第 10，11図に示した．2種炭疽病菌の菌糸伸長に対する各薬剤の影響を調べた結果，全ての薬剤で

有意に抑制効果が認められ，特にマンゼブ水和剤，アゾキシストロビンフロアブルおよびクレソキシ

ムメチルドライフロアブルは菌糸伸長を完全に抑制した．分生子発芽に対する影響では，マンゼブ水

和剤，プロシミドン水和剤，アゾキシストロビンフロアブル，クレソキシムメチルドライフロアブル，

塩基性硫酸銅水和剤およびキャプタン水和剤で完全に抑制された．一方，イプロジオン水和剤，メパ 
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ニピリムフロアブルおよびトリフルミゾール水和剤では 2 種菌間で感受性に差異が認められ，C. 

fioriniae（S001株）に対して有意に発芽抑制を示したが，C. siamense（S754株）に対する発芽抑制は

認められなかった．また，イミノクタジンアルベシル酸塩水和剤では上記 3剤とは逆に，C. siamense

（S754株）に対して有意に発芽抑制を示したが，C. fioriniae （S001株）に対する発芽抑制は認められ

なかった．軸腐病菌 2菌株の菌糸伸長に対する各薬剤の感受性は，全ての薬剤で有意に抑制効果が認

められ，特にプロシミドン水和剤は菌糸伸長を完全に抑制した．分生子発芽に対する感受性では，マ

ンゼブ水和剤，アゾキシストロビンフロアブル，塩基性硫酸銅水和剤およびキャプタン水和剤で有意

に高い抑制効果が認められた．また，プロシミドン水和剤，イプロジオン水和剤およびクレソキシム

メチルドライフロアブルではやや抑制効果を示すが，その程度は低かった．一方，メパニピリムフロ

アブル，イミノクタジンアルベシル酸塩水和剤およびトリフルミゾール水和剤では抑制効果は認めら

れなかった．以上の結果より，全ての供試菌株の菌糸伸長および分生子発芽に対して共通して強い生

育阻害を示した薬剤は，マンゼブ水和剤，アゾキシストロビンフロアブル，クレソキシムメチルドラ

イフロアブル，塩基性硫酸銅水和剤およびキャプタン水和剤の 5つであった．  
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２．２ 同時防除のための薬剤体系散布（ver. 2）による防除効果  

 薬剤体系散布（ver. 2）の防除効果の結果を第 8 表に示した．2012 年試験の炭疽病に対する防除効

果では，無散布区の発病果率はうるま市が 95.0%，糸満市が 58.9%，発病度はそれぞれ 68.9と 33.7で

概ね中～多発生条件下での試験となった．一方，体系散布区の発病果率はうるま市が 23.3%，糸満市

が 10.0%，発病度はそれぞれ 11.7と 6.3 で無散布区と比較して有意に発病を抑制した．軸腐病に対す

る防除効果では，無散布区の発病果率はうるま市が 41.3%，糸満市が 24.4%，発病度はそれぞれ 33.9

と17.0で概ね少～中発生条件下での試験となった．一方，体系散布区の発病果率はうるま市が18.3%，

糸満市が 5.6%，発病度はそれぞれ 8.3と 3.3で無散布区と比較して有意に発病を抑制した．2013年試

験の炭疽病に対する防除効果では，うるま市における無散布区の発病果率は 100%，発病度は 83.6で

多発生条件となった．一方，体系散布区の発病果率は 33.3%，発病度は 17.5で無散布区と比較して有

意に発病を抑制した．軸腐病に対する防除効果では，うるま市における無散布区の発病果率は63.5%，

発病度は 53.4で中発生条件となった．これに対し，体系散布区の発病果率は 3.2%，発病度は 1.1で無

散布区と比較して有意に発病を抑制した．  

 2014 年試験の炭疽病に対する防除効果では，無散布区の発病果率はうるま市が 92.0%，糸満市が

55.1%，発病度はそれぞれ79.1と 35.7で概ね中～多発生条件下での試験となった．これに対し，体系

散布区の発病果率はうるま市が 22.7%，糸満市が 4.3%，発病度はそれぞれ 15.6と 1.9で無散布区と比
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総果実数
 （個）

発病果率
 （%） 発病度

a 総果実数
 （個）

発病果率
 （%） 発病度

b

体系散布（ver.2） 60        23.3*c       11.7**d 60       18.3*        8.3** 0.0
無散布 60        95.0       68.9 60       41.3      33.9 0.0
体系散布（ver.2） 90        10.0*         6.3** 90         5.6*        3.3** 0.0
無散布 90        58.9       33.7 90       24.4      17.0 0.0
体系散布（ver.2） 63        33.3*       17.5** 63         3.2*        1.1** 3.2
無散布 63         100       83.6 63       63.5      53.4 0.0
体系散布（ver.2） 75        22.7*       15.6** 75       10.7*        8.0** 0.0
無散布 75        92.0       79.1 75       50.7      41.3 0.0
体系散布（ver.2） 69          4.3*         1.9** 69         5.8*        2.9** 0.0
無散布 69        55.1       35.7 69       15.9      11.1 0.0

c) アスタリスクはフィッシャーの正確確率検定による有意差（p  < 0.05）を示す．

a) 発病度は広瀬ら（2008）の方法に従って算出した．

b) 発病度は澤岻•比嘉（2014）の方法に従って算出した．

d) アスタリスクはMann-Whitney U  testによる有意差（p  < 0.05）を示す．

試験地 処理区

うるま市

糸満市

炭疽病
薬害
（%）

2014
うるま市

糸満市

第8表  マンゴー炭疽病および軸腐病に対する薬剤体系散布（ver.2）の防除効果

年度

うるま市

2012

2013

軸腐病

較して有意に発病を抑制した．軸腐病に対する防除効果では，無散布区の発病果率はうるま市が50.7%，

糸満市が 15.9%，発病度はそれぞれ 41.3と 11.1で概ね少～中発生条件下での試験となった．一方，体

系散布区の発病果率はうるま市が 10.7%，糸満市が 5.8%，発病度はそれぞれ 8.0 と 2.9 で無散布区と

比較して有意に発病を抑制した．また， 2012と 2014年試験では，体系散布区の果実で薬害症状は認

められなかったが，2013年試験の果実で薬液による斑点症状（果色ムラ）の発生が 3.2%確認された．

これら 2圃場 3年 5試験の結果をメタ・アナリシス解析によって統合評価したところ，体系散布区か

らみた無散布区に対する統合リスク比は，炭疽病が 0.23（95%信頼区間：0.16～0.33），軸腐病が 0.24

（95%信頼区間：0.13～0.44）でいずれも誤差の範囲を含めて 1.0未満であり，体系散布区の両病害の

発生は無散布区に比べて有意に少なく，炭疽病では無散布区の発病果率の 23%，軸腐病では 24%にま

で発病が抑制されることが示された（第 12図）． 
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３．考察 

2 種炭疽病菌に対するマンゼブ水和剤，アゾキシストロビンフロアブル，クレソキシムメチルドラ

イフロアブル，キャプタン水和剤およびイミノクタジンアルベシル酸塩水和剤の感受性については既

に検討済であるため（澤岻ら，2013c），本研究では供試菌株に軸腐病菌を加え，さらに上記 5剤にイ

プロジオン水和剤，塩基性硫酸銅水和剤，トリフルミゾール水和剤，プロシミドン水和剤およびメパ

ニピリムフロアブルの 5 剤を追加し，計 10 剤の薬剤感受性の再評価を行った．その結果，マンゴー

炭疽病菌および軸腐病菌の菌糸伸長と分生子発芽に対して共通して高い感受性を示した薬剤は，マン

ゼブ水和剤，アゾキシストロビンフロアブル，クレソキシムメチルドライフロアブル，塩基性硫酸銅

水和剤およびキャプタン水和剤の 5薬剤であった（第10， 11図）．マンゼブ，アゾキシストロビン，

クレソキシムメチルおよびキャプタン剤の有効性については，マンゴーの他にイチゴ，ブドウおよび

ナシの炭疽病に対して室内および野外の散布試験により抑制効果を示すことが既に報告されており

（深谷・高橋，1999 ；深谷，2004 ；田口ら，2012），本研究の結果はこれらの先行研究の結果を支持す

るものであった．また，塩基性硫酸銅は海外の露地マンゴーで古くから炭疽病の防除剤として利用さ

れているように（McMillan, 1972 ；McMillan, 1984），本研究においても同様に高い抑制効果が認められ

た．海外ではマンゴー由来のC. gloeosporioides species complexに属する 1菌種に対するアゾキシスト

ロビン剤の抑制効果は確認されているが（Sundravadana et al., 2007），それ以外の薬剤の評価に関する

知見はなく，C. acutatum species complexを含めた 2つの種複合体に属するマンゴー炭疽病菌に対する

10 種以上の殺菌剤の感受性を明らかにしたのは本研究が初めてである．一方，マンゴー軸腐病菌で

は，これまでにキャプタンおよびアゾキシストロビン剤が本菌の生育に対して抑制効果を示すことが

報告されており（Shahbaz et al., 2009；Syed et al., 2014），本研究においても同様に 2剤の有効性が示さ

れた．しかし，本菌に対する殺菌剤評価の知見は少なく，上記 2剤以外の薬剤の有効性については本

研究が初めての知見となる．また，メパニピリムフロアブル，イミノクタジンアルベシル酸塩水和剤

およびトリフルミゾール水和剤では軸腐病菌に対して抑制作用は全く認められず，イプロジオン水和

剤，メパニピリムフロアブル，トリフルミゾール水和剤およびイミノクタジンアルベシル酸塩水和剤

では，特に 2種炭疽病菌の分生子発芽において菌種間で著しい感受性の差異が認められた（第 10，11

図）．こうした菌種間差異の原因については不明であるが，今後はこれが普遍的な現象であるか供試

菌株数を増やし再度検証する必要がある．以上の結果から，施設マンゴーにおける 2病害の病原菌に
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対して有効な共通防除体系は，マンゼブ水和剤，アゾキシストロビンフロアブル，クレソキシムメチ

ルドライフロアブル，塩基性硫酸銅水和剤およびキャプタン水和剤の 5薬剤を主体に体系化すること

が効果的であると考えられた． 

 これまでに，キャプタン水和剤が培地評価ではマンゴー炭疽病菌に対し高い抑制効果を示すが，圃

場散布試験では他剤と比べて防除効果が低くなることが報告されており（澤岻ら，2013c），室内試験

の結果が必ずしも圃場試験の結果と一致しない事例も確認されている．圃場や自然環境下ではシャー

レ内と比較して水，熱および日光等の影響で薬剤の分解が速やかに進むため，薬剤に含まれる成分の

種類によって薬効に違いを生じると推察される．そのため，室内試験で選抜した薬剤については，自

然環境条件下において植物（苗など）を用いた菌接種による薬剤散布の再評価を追加で行うことが望

まれる．しかし，特に炭疽病では接種した病原菌が植物体上（葉など）で潜在感染して病徴がうまく

再現できず（澤岻ら，2013d），薬剤効果の判定が困難になることから，本研究ではマンゴー苗等を用

いた散布試験による選抜評価には至っていない．今後，マンゴー苗上で安定して両病害の病徴が再現

できるような簡易な薬剤評価法についても検討する必要がある．また，近年，炭疽病菌は分子系統解

析による再分類が行われ，これまでの病原菌であった広義の C. gloeosporioides と C. acutatum が一部

の形態に基づいて一括りにされた複数種の集合体（種複合体= species complex）であることが明らかと

なった（Damm et al., 2012 ；Weir et al., 2012）．そのため，マンゴー炭疽病菌についても同複合体のさら

なる再分類の進展に伴い，新たな構成種が明らかになることが想定されており，今後は本研究で使用

した C. siamense と C. fioriniae 以外の新たな構成種についても随時，薬剤感受性を調べていく必要が

ある． 

 本研究では，in vitroで両病害の病原菌に高い抗菌活性を示した 4薬剤に，プロシミドン水和剤を加

えた 5種薬剤を組み合わせて，マンゴーの出蕾または開花期から袋かけ直前までの生育期における体

系散布スケジュール（ver. 2；第 7 表）を策定し，その防除効果を検討した．使用した 5薬剤のうち，

塩基性硫酸銅，キャプタンおよびマンゼブ水和剤は菌体内のSH酵素の働きやATP形成の阻害により

病原菌の感染時に効果を示す予防剤として，プロシミドン水和剤およびアゾキシストロビンフロアブ

ルは菌体内の細胞膜，細胞壁の合成阻害やミトコンドリア内のチトクローム電子伝達系阻害による呼

吸阻害によって感染成立後にも効果を示す治療剤として作用することが知られている（日本植物防疫

協会編，2013）．本体系散布（ver. 2）ではこうした各薬剤の作用特性ならびに登録適用基準である使

用回数，使用時期（収穫前日数）および薬液の汚れ程度を考慮して薬剤のローテーション散布を実施
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した．その結果，2012～2014年の試験地 2カ所のいずれの年においても体系散布区で両病害の果実で

の発病に対し，安定した防除効果が認められ，無散布区と比べて炭疽病では約 67～92%，軸腐病では

約 56～95%まで発病が抑制された（第 8 表）．さらにメタ・アナリシスによる 3 ヵ年 5 試験事例の統

合解析の結果より，体系散布区の両病害の発病は無散布区に比べて有意に少なく，炭疽病では無散布

区の発病果率の 23%，軸腐病では無散布区の発病果率の 24%にまで抑制されることが示された（第 12

図）．これまでにオーストラリアの露地マンゴーにおいて，開花から着果期にかけて塩基性塩化銅と

マンゼブ剤を組み合わせた計 13 回の薬剤散布を行うことにより，炭疽病への防除効果が確認されて

いる（Fitzell and Peak, 1986）．この結果と同様に，本研究では我が国の登録薬剤においてもマンゴーの

生育期に 8回散布することで，収穫後の果実における炭疽病および軸腐病に対して高い防除効果を示

すことが確認され，先行研究よりも少ない散布回数で安定的に防除できることが示された．これは，

マンゴー生育期の前半（出蕾期～着果初期）に散布した 3種類の予防剤が病原菌の分生子発芽や菌糸

伸長を強力に阻害して初期感染を防ぐとともに，生育後半（着果後期～果実肥大期）に散布した 2種

類の治療剤が病原菌の感染後に形成される付着器や果皮組織内に侵入する角皮下菌糸にも浸達して

抗菌作用を示したためであると考えられる．また，沖縄県の 5～6 月の降雨量が多く湿度の高い梅雨

時期では，雨よけ施設内でもマンゴー植物上では長時間の濡れが頻繁に生ずることによって炭疽病菌

の感染が成立すること，同時期の摘果作業時のハサミによる枝切口から軸腐病菌の感染が増加するこ

と（澤岻，2014 ；澤岻ら，2019）が明らかになっているが，本体系散布 （ver. 2）では予防的に梅雨時

期前から病原菌への薬剤による防除圧が加わるため，梅雨時期の病原菌の感染・拡大を抑え，効果的

かつ安定的に両病害に対し防除効果を発揮すると考えられる． 

 本体系散布（ver. 2）による果実の薬害（果色ムラ）は 2013 年試験のうるま市で低頻度ではあるが

3.2%発生が認められた（第 8 表）．これは 6 月中旬の果実肥大期後半に散布したプロシミドン水和剤

が強く影響したものと考えられたが，2014 年試験の体系散布スケジュールのように散布開始時期を

出蕾前の 12 月下旬に早めて，本剤の散布を着果期の 4 月下旬頃までに終了すれば，薬害の発生は容

易に回避できるものと考えられた．また，2012～2013年試験の体系散布区の散布開始時期は出蕾確認

後の 2月中旬以降から，2014 年試験では出蕾前の 12 月下旬からであり，散布開始時期が各年度で異

なっている．これは炭疽病菌が 1 月の出蕾時の頂芽部位で既に潜在感染している（澤岻ら，2013d）

ことから，2014 年試験ではそれよりも前の時期から早めに薬剤を散布するよう試験設計を組むこと

で，より高い防除効果を示すものと推察した．しかし，結果的に散布開始時期の違いによる両病害の
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抑制に大きな差はみられず，体系散布区のリスク比をみても 2014年試験の炭疽病が 0.08～0.25，軸腐

病が 0.21～0.36の範囲であるのに対し，2012年試験の炭疽病が 0.17～0.25，軸腐病は 0.23～0.44の範

囲となり，概ね同等の防除効果であった（第 12 図）．おそらく出蕾前の 12 月から 3 月初旬の開花初

期頃までは，病原菌は主として分生子の状態で植物体上に付着して潜伏しており，この期間が分生子

発芽時の付着器形成による初期感染を防除できる適期であったためと推察される．このことから，遅

くとも3月初旬頃までに1回目の薬剤散布を開始することで両病害に対する防除効果は十分期待でき

るが，上記の果実での薬害の発生を回避することを考慮すると，やはり 2014 年試験のように出蕾前

から早めに薬剤散布を開始することが望ましいと判断した． 

 上述の最初に提案した薬剤体系散布 （ver. 1）については，着果期以降に耐性菌が発達しやすいQoI

剤が複数回の連続散布となっていたこと，本県では低頻度ではあるがQoI 剤耐性マンゴー炭疽病菌も

石垣島の 1地点で確認されている（澤岻ら，2014）ことなどから，その散布スケジュールの見直しが

必要であった．そのため，本研究では日本植物病理学会殺菌剤耐性菌研究会が提示する殺菌剤使用ガ

イドライン（日本植物病理学会殺菌剤耐性菌研究会編，2012）に沿って，作用点の異なる複数の薬剤

をローテーションで組み入れながらQoI 剤の使用を年 1回に制限し，かつ防除効果を維持できる薬剤

散布体系に改善することができた．このことから，耐性菌の発達しにくい新たな体系散布スケジュー

ルとして本県の防除暦にも十分活用できると思われる．以上のように，今回行った施設マンゴーにお

ける 5種殺菌剤を組み合わせた本体系散布技術 （ver. 2）は，マンゴー軸腐病および炭疽病の共通防除

体系として有効であることが明らかとなった． 

 本体系散布（ver. 2）で使用する殺菌剤 5 剤のうち，我が国のマンゴーでは塩基性硫酸銅水和剤は，

細菌性病害であるマンゴーかいよう病の防除剤として登録されており，炭疽病と軸腐病に対しては現

在未登録である．そのため，本剤を防除暦で活用する場合は，冬春期のかいよう病の発生と合わせて

同時防除を狙った薬剤散布を実施する必要がある．今後は本剤が両病害に対して効率的に利用できる

よう登録の適用拡大を図る必要がある．また，炭疽病と軸腐病の病原菌は，剪定後の果房や緑枝，葉

などの残渣上で長期間生存することが確認されているため（澤岻，2015 ；澤岻ら，2019），圃場では剪

定残渣が重要な伝染源になっていると考えられる．本体系散布による防除効果をより効果的に発揮さ

せるためにも，残渣除去による耕種的防除法を積極的に行うことで，薬剤のみに依存しない総合的な

防除管理を実施することが重要である． 
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Ⅵ．未硬化葉を用いたマンゴー炭疽病の簡易病原性検定法とマンゴー遺伝資

源における抵抗性品種の選抜 

１．材料および方法 

１．１ 未硬化葉を用いた簡易病原性検定法の検討 

（1）接種源 供試菌株は2016年 4月に名護支所内の露地マンゴー（ ‘アーウィン’）の罹病葉より単

胞子分離で得られたColletotrichum asianum Prihastuti, L. Cai & K.D. Hyde（Nga-02，04および 05株：広

義C. gloeosporioides）の計3菌株を用いた．本種は近年のマンゴー炭疽病菌の再分類により明らかに

されたC. gloeosporioides種複合体 6種の中で果実に最も病原力が強い菌種である（安次富ら，2017）．

分生子懸濁液は以下のとおりに作成した．供試菌株を PDA 平板培地にて明条件下，25 ℃で 10 日間

培養して菌叢上に分生子塊を形成させ，滅菌した柄付き針で培地上の分生子塊をかき取り，2 mL 滅

菌水の入ったマイクロチューブ内で分生子塊を懸濁させた．その後，トーマ血球計算盤（A106 ：Thoma）

にて懸濁液の分生子濃度を調整して，各試験に供試した． 

（2）葉緑素含量値（SPAD値）の測定 名護支所内の施設マンゴー（ ‘アーウィン’）の成木（樹齢 10

年生）より，未硬化葉（茶褐色または赤褐色の柔らかい葉），若葉（硬化しているが葉色が淡緑色の

葉）および成葉（硬化して葉色が濃緑色の葉）の 3パターンの葉（第 13図）をそれぞれ 75～98枚採

集した．葉緑素含量値の計測は葉緑素計（SPAD-502Plus ：KONICA MINOLTA）を用いて行い，1葉に

つき 3カ所の平均値を測定した． 

（3）葉への接種法 採集したマンゴー葉を水道水で軽く洗浄し，7×5 cm 程度の大きさに切り取り，

70%エタノールで 20秒間浸漬した後，滅菌水で洗浄し，室内にて 1時間程度風乾させた．その後，湿

らせたろ紙を敷いた 9 cm シャーレ内に葉を収め，葉表 3 カ所に供試菌株の分生子懸濁液（105 個／

mL）を 25 μLずつ滴下した．なお，接種は無傷で行った．接種葉は 25 ℃暗条件下の恒温培養器内で

5 日間培養し，接種箇所に形成された黒色病斑の直径（長径および短径の平均）を測定した．対照区

として蒸留水を同様に処理した． 

（4）葉齢の影響 名護支所内の施設マンゴー（ ‘アーウィン’）の成木（樹齢 10年生）より未硬化葉，

若葉および成葉の 3 パターンの葉を採集し，供試 3 菌株の分生子懸濁液（5.6×105個／mL）を上記と

同様な方法で接種し，病斑の直径を測定した．なお，採集した葉のそれぞれのSPAD値を測定したと

ころ，未硬化葉は 15.3～21.2，若葉は 32.3～40.4 および成葉は 53.9～59.7 の範囲であった．試験は各
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葉につき 5反復で行った． 

（5）分生子濃度の影響 上記試験で他の菌株と同等の病原性を認めた供試菌株（Nga-05 株）の分生

子懸濁液を 7段階の濃度（1×100～106個／mL）で調整して作成した．名護支所内の施設マンゴー（ ‘ア

ーウィン’）の成木（樹齢 10年生）より採集した未硬化葉（SPAD値：14.3～22.8）に各濃度の分生子

懸濁液を上記と同様な方法で接種し，病斑の直径を測定した．試験は各濃度につき 9 反復で行った． 

（6）培養温度の影響 供試菌株（Nga-05株）の分生子懸濁液（6.5×105個／mL）を，名護支所内の施

設マンゴー（ ‘アーウィン’）の成木（樹齢 10 年生）より採集した未硬化葉（SPAD 値：11.8～19.0）

に上記と同様な方法で接種し，15～40 ℃ （5 ℃間隔）の 6段階の温度に調整した恒温培養器内でそれ

ぞれ培養し，5日後の病斑の直径を測定した．試験は各温度区につき 9反復で行った． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．２ 簡易病原性検定法による炭疽病抵抗性品種の選抜 

（1）葉検定法 2016 年 6～10 月にかけて，名護支所内の施設に保存している海外から導入されたマ

ンゴー遺伝資源（28品種，第 1表）の各成木（樹齢 15年生）より未硬化葉（SPAD値：8.7～23.3）を

採集し，上記と同様な方法で供試菌株（Nga-05株）の分生子懸濁液（6.5×105個／ml）を接種し，病斑

の直径を測定した．試験は各品種ともに 3反復で行った．発病度は以下の基準に従って算出した．指
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数 0 ：病斑なし，指数 1 ：病斑の直径が 1.5 cm 以下，指数 2 ：病斑の直径が 1.6～2.4 cm，指数 3 ：病斑

の直径が 2.5 cm 以上，発病度＝｛Σ （指数別病斑数×指数）÷ （3×調査病斑数）｝×100．また，各品種の

抵抗性の程度は，葉検定法では病斑の直径（cm）と発病度，果実接種では発病指数と発病度の値をも

とにソフトウェア（エクセル統計：BellCurve）を用いてユーグリット平方距離を求め，群平均法によ

る階層的クラスター分析を行い，その結果から，抵抗性・強（R），抵抗性・中（MR），抵抗性・弱（S）

および抵抗性・極弱（HS）の 4グループに分類して評価した． 

（2）果実への接種法 2016 および 2017 年の 6～9月にかけて，名護支所内の施設に保存しているマ

ンゴー遺伝資源（28 品種，第 1表）の各成木（樹齢 15 年生）より収穫適期の果実（果皮色が黄色や

赤色に鮮明に発色し始め，触手で果肉の軟化が確認されたもの，または離層形成後に袋内で自然落果

したもの）を収穫した．果実を 70%エタノールに 20 秒間浸漬した後，滅菌水で洗浄し，室内で風乾

させた．その後，上記の方法で作成した供試菌株（Nga-05株）の分生子懸濁液（2.4×105個／mL）を

1 果につき約 2.3 mL ずつ果実全体に噴霧接種した．なお，1 品種につき 5～21 個の果実を使用した．

接種果実は加湿した密閉容器内で概ね 27 ℃の室温下にて 48時間保存し，その後容器から取り出して

室内で追熟させた．収穫から保存10日後の発病果数と発病度を調査した．発病度は以下の澤岻ら（2018）

の基準に従って算出した．指数 0 ：発病なし，指数 1 ：2 mm以下の病斑が 2個以下，指数 2 ：2 mm 以

下の病斑が 3～6個また 2～5 mm の病斑が 1 個，指数 3：直径 5 mm 以上の病斑が 1 個以上または指

数 2以上，発病度＝｛Σ （指数別発病果数×指数）÷ （3×調査果数）｝×100．また，各品種の抵抗性の程

度は，上記の葉検定法と同様に群平均法を用いた階層的クラスター分析により，4 グループに分類し

て評価した． 

２．結果 

２．１ 未硬化葉を用いた簡易病原性検定法の検討 

 マンゴーの各葉齢における SPAD 値は，未硬化葉（n=98）が 9.5～24.3 で平均値は 17.1（SD±2.5），

若葉（n=75）は 23.8～42.8 で平均値は 34.3（SD±3.9），成葉（n=75）は 44.5～66.0 で平均値は 55.2

（SD±4.4）であり，未硬化葉の値は他の葉齢の葉と比べて有意に低かった（p<0.01，Tukey-Kramer 法）．

未硬化葉では病斑の直径が平均 2.4～2.7 cm と若葉と比べて有意に大きく（p<0.05），安定した病斑の

形成を示した．一方，若葉の病斑の直径は平均 0.4～1 cm と有意に小さく，偏差も大きく病斑の形成

は不安定であった．成葉では病斑の形成は全くみられなかった．また，3 菌株間に病原力の違いは認
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められなかった（第 14 図）．分生子濃度の影響では，104個／mL 以上で病斑の直径は平均 2.5 cm と

有意に大きく（p<0.01，Tukey-Kramer 法），安定した病斑の形成を示した．一方，103個／mL 以下で

病斑の直径は平均 1.2 cm 以下と有意に小さく（p<0.01），偏差も大きく病斑の形成は不安定であった

（第 15図）．培養温度の影響では，25～30 ℃の範囲で病斑の直径は平均 2.4～2.8 cm と最も大きくな

った．一方，20 ℃以下および35 ℃以上では，病斑の直径は平均1.4 cm以下と有意に小さくなり（p<0.01），

40 ℃では病斑の形成は全くみられなかった（第 16図）． 
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２．２ 簡易病原性検定法による炭疽病抵抗性品種の選抜  

 未硬化葉への菌接種による簡易病原性検定法（以下，葉検定法）では，群平均法によるクラスター

分析の結果，分類距離を 18.5で括ると 4つの抵抗性程度のグループに類別され，炭疽病に対し ‘アー

ウィン’を含む 28 品種中 11 品種が病斑の直径 2.5～3.1 cm（平均），発病度 88.9～100 の範囲で抵抗

性・極弱（HS），12品種が病斑の直径 2.2～2.5 cm （平均），発病度 74.1～85.2の範囲で抵抗性・弱（S），

3品種が病斑の直径 1.7～2.1 cm （平均），発病度 55.6～66.7の範囲で抵抗性・中（MR），2品種が病斑

の直径 1.1～1.4 cm （平均），発病度 33.3～40.7で抵抗性・強（R）であった．抵抗性・強の品種は ‘ゴ

ールデンナゲット’および ‘カットトラング’であった（第 9表，第 18図）．果実への菌接種による

検定（以下，果実接種）では，クラスター分析により分類距離を 14.4で括ると葉検定法と同様に 4グ

ループの抵抗性程度に類別され，炭疽病に対し ‘アーウィン’を含む 28品種中 13品種が発病指数 2.8

～3.0（平均），発病度 92.2～100 の範囲で抵抗性・極弱（HS），11 品種が発病指数 2.1～2.6（平均），

発病度 71.4～85.7 の範囲で抵抗性・弱（S），1 品種が発病指数 1.8（平均），発病度 60 で抵抗性・中

（MR），3 品種が発病指数 0.7～1.2（平均），発病度 22.2～40.7 の範囲で抵抗性・強（R）であった．

抵抗性・強の品種は ‘オースティン’， ‘フェアチャイルド’および ‘ゴールデンナゲット’であった

（第 9表，第 18図）．葉検定法と果実接種の両検定法で抵抗性・強（R）と評価されたのは， ‘ゴール

デンナゲット’のみであった．一方， ‘カットトラング’は両検定法による抵抗性の評価が逆転し，一

致しなかった（第 9表）．また，供試 27品種の葉検定法による発病度と果実接種による発病度との間

に，正の相関関係（スピアマンの順位相関係数：rs=0.58，p<0.01）が認められた（第 17図）． 



- 49 - 

 

病斑直径
（cm）

　発病度
抵抗性
の程度

発病指数 　発病度
抵抗性
の程度

アーウィン        3.0a) 92.6   HSb)        2.81) 94.9 　　  HS2)

紅龍 2.4 81.5 S 3.0 100.0 HS
バレンシアプライド 2.4 77.8 S 3.0 100.0 HS
エドワード 3.0 100.0 HS 3.0 100.0 HS
グレン 2.7 96.3 HS 3.0 100.0 HS
ターペンティン 2.4 81.5 S 3.0 100.0 HS
ヘーデン 3.0 100.0 HS 3.0 100.0 HS
スピリット of ‘76 2.7 100.0 HS - - -
金煌 2.6 88.9 HS 3.0 100.0 HS
クシュマン 2.5 92.6 HS 3.0 100.0 HS
リリー 2.3 81.5 S 2.9 96.3 HS
マヤ 2.5 81.5 S 2.8 94.4 HS
スプリングフェルズ 2.8 88.9 HS 3.0 100.0 HS
ゴールデンリペンス 2.5 88.9 HS 2.8 92.2 HS
紅キーツ 2.6 88.9 HS 2.5 83.3 S
ナムドクマイ - - - 2.5 83.3 S
台農1号 2.2 74.1 S 2.5 81.8 S
リペンス 2.5 81.5 S 2.5 81.8 S
フクダ 2.3 74.1 S 2.4 79.2 S
キーツ 2.3 77.8 S 2.4 79.2 S
ベッキー 2.5 85.2 S 2.3 77.8 S
バンダイク 3.1 100.0 HS 2.3 75.0 S
バール 2.4 81.5 S 2.2 73.3 S
ドット 2.4 81.5 S 2.1 71.4 S
カットトラング 1.4 40.7 R 2.6 85.7 S
パルビン 1.7 55.6 MR 1.8 60.0 MR
オースティン 2.1 66.7 MR 1.2 40.7 R
フェアチャイルド 2.0 66.7 MR 1.0 31.7 R
ゴールデンナゲット 1.1 33.3 R 0.7 22.2 R
a) 平均値を示す．

第9表　葉検定法および果実接種によるマンゴー炭疽病抵抗性の品種間差異

品種

葉検定法 果実接種

b) クラスター分析（群平均法）により，次の4グループに分類した．HS：抵抗性・極弱，

　S：抵抗性・弱，MR：抵抗性・中，R：抵抗性・強，-：データなし
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３．考察 

本研究では，マンゴー炭疽病の抵抗性育種の研究で活用できる簡易で安定的な病原性検定法の開発

とその適正な検定条件を明らかにし，マンゴー遺伝資源 29 品種を供試して葉検定法による評価と果

実接種による発病程度との関係を比較しながら，その有効性について検討した．その結果，マンゴー

未硬化葉（SPAD値：9.5～24.3）を接種葉とし，接種時の分生子濃度を 104個／mL以上，培養温度を

25～30 ℃に設定して，暗条件下で 5 日間培養することで安定して病原性を評価できることが明らか

になった．宿主の葉齢については，未硬化葉，若葉および成葉の各葉齢間でSPAD値に明瞭な差が認

められ，生育が進むほど葉内のクロロフィル濃度が増加することが確認された．これまで現地での葉

齢の区別は，葉の触感と葉色で判断したが，採集者によって差異が大きく，検定に適する葉の基準を

統一するのが難しかった．しかし，本研究の結果から，葉緑素計を用いることで容易に葉齢を判別し

て未硬化葉を採集できると考えられる．また，多くの植物で葉齢が進むほど病害に対する抵抗性が増

大する事例が報告されており（Roumen et al., 1992；Turechek and Stevenson, 1998），本研究においても

硬化した若葉と比べて未硬化葉で炭疽病の病斑が安定して大きくなり，葉齢により病斑の拡大に差が

あることが示された （第 14図）．これまでにブドウべと病では，ブドウ成葉と比べて若葉で旺盛に病

斑を形成し，成葉内にはファイトアレキシンとなる過酸化水素や抗菌性のフェノール成分が若葉より

も多く蓄積することが報告されている（Steimetz et al., 2012）．マンゴー葉でも同様に葉齢によって表

皮細胞の物理的強度の違いや葉内の抗菌成分の変化が関連している可能性がある．葉齢については，
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菌株間の病原力の違いを確認するために同一種で分離源が異なるC. asianumの3菌株を供試菌株とし

て接種に用いたが，いずれの葉齢でも菌株間で病原力に差は認められなかった （第 14図）．分生子濃

度については，一般に地上部病害の接種時の場合，例えばイチゴ葉に対する炭疽病菌の接種では 104

～5個／mL に調整して行うが（大畑，1995），マンゴー未硬化葉においても同様に 104個／mL 以上の

分生子濃度で安定した病斑の形成が認められた （第 15図）．一方，103個／mL以下の低濃度の分生子

懸濁液で接種を行うと，安定した病斑の形成は得られなかったことから，未硬化葉を用いた病原性検

定では 104個／mL 以上の高濃度の分生子が必要になると考えられる．温度については，15～25 ℃の

範囲では温度の上昇とともに未硬化葉上の病斑の直径も有意に大きくなり，35 ℃以上では高温によ

り逆に小さくなることから，発病適温は 25～30 ℃の範囲であると考えられた（第 16 図）．接種に用

いたC. asianumの生育適温は 28 ℃であり（Prihastuti et al., 2009），未硬化葉上の発病適温（25～30 ℃）

と生育適温が概ね一致することが確認された．以上のことから，葉検定法の最適な検定条件（分生子

濃度：104個／mL以上，培養温度：25～30 ℃）は，マンゴーにおいて高度な抵抗性を有する育種素材

だけを選抜したい時や抵抗性の有無を早期に判断したい場合には，効率的な条件であると考えられた． 

 マンゴー遺伝資源 27 品種について，未硬化葉を用いた葉検定法による発病度と果実接種による発

病度を比較すると，両接種法による発病程度間に正の相関関係（スピアマンの順位相関係数：rs=0.58，

p<0.01）が認められ，葉検定法によりマンゴー炭疽病抵抗性の品種間差異を判定できることが示され

た （第 17図）．これまでに，イネいもち病では一部の品種・系統を除き，葉いもちと穂いもちの発病

程度には高い相関があり，葉いもちの検定によって穂いもちの圃場抵抗性が推定できる事例が報告さ

れているが（浅賀，1981），一般に異なる植物部位間で病害抵抗性に相関を示す報告は少なく，本研究

では相関係数は高い値ではないが，マンゴーの葉と果実で抵抗性程度に相関が認められたのは初めて

の事例である．本法を用いることで，年次間の圃場環境に左右されることなく，抵抗性が判定できる

だけでなく，マンゴー幼苗時の未硬化葉での評価が可能となり，遺伝資源や雑種後代の中から抵抗性

を持つ多数の個体を効率よく短期間で評価・選抜できる．育種現場では実生段階での 1次選抜で本法

による評価を行い，2 次選抜から系適試験にかけては果実接種による評価を併用する 2 段階評価を行

うことで，効率的に精度の高い抵抗性個体の選抜が可能になると考えられる．以上のことから，本検

定法が育種現場で活用できるマンゴー炭疽病の病原性検定法として有効であると判断した．しかし，

沖縄県におけるマンゴー育種では，供試したほとんどの品種で過去に炭疽病に対する圃場抵抗性を調

べた事例はなく，本研究では品種間の抵抗性を裏付けるための葉検定法の結果と実際の圃場抵抗性と
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の相関を検証することができなかった．これまでに，ブドウ炭疽病抵抗性を評価するための葉を用い

た室内検定の結果が，圃場での葉の発病程度と高い相関（相関係数：0.71～0.72）を示すことが報告さ

れており（Poolsawat et al., 2012），マンゴーにおいても今後は各品種の圃場抵抗性についてデータを蓄

積し，葉検定法による結果との相関に基づいた評価を行う必要がある．また，果実接種による評価と

葉検定法による評価が必ずしも一致しない品種 ‘カットトラング’も確認されており，これは未硬化

葉と果実で病原菌の接種方法が異なることや植物から切り離した未硬化葉の生理状態が，保存時間の

経過とともに完熟に向かって常に熟度が変化する果実とは異なることから，抵抗性の判定結果に違い

が生じる場合もあると考えられる．これらの品種については，今後サンプル数を増やして再度，抵抗

性を検証するとともに，圃場抵抗性の結果とも併せて比較する必要がある．  

 今回供試した 29品種の抵抗性評価では， ‘ゴールデンナゲット’が炭疽病に最も強い抵抗性品種で

あると判定された （第 9表，第 18図）．本品種はフロリダで育成され，果実重が約 420g，果皮色は黄

橙で糖度は約 17°Bx，酸度は約 0.3%の特性を有しており（国際農林水産業研究センター，2017），本

品種の炭疽病抵抗性を明らかにしたのは本研究が初めてである．本品種の食味はテルペン臭が強く，

クセがあるため，一般向けの品種としてそのまま利用するにはやや問題があるが，炭疽病抵抗性を有

する品種開発のための育種素材として今後，有望であると考えられる．一方，本研究で抵抗性・極弱

（HS）または弱（S）と判定された多くの品種は圃場で炭疽病に罹病しやすい品種であり，主に沖縄

県で栽培される ‘アーウィン’， ‘キーツ’， ‘リペンス’および ‘バレンシアプライド’の 4品種はい

ずれも罹病性であることが確認された．これらの品種を育種素材として利用する場合は ‘ゴールデン

ナゲット’のような抵抗性を持つ品種との交配を考慮する必要がある．また，Hassanら （2007）が行

ったマンゴー炭疽病の発病機構に関する研究では，マンゴー未熟果皮にはフェノール類の抗菌成分で

あるレゾルシノールが含まれており，本病に比較的強い抵抗性を有する品種‘ケンジントンプライド’

の果皮には，弱い品種‘ケント’および‘ナムドクマイ’と比べて本成分がより多く含まれているこ

と，未熟果ではレゾルシノールによって病徴の発現が抑制され，収穫後の追熟の進行とともに本成分

が減少することによって，完熟果実で病徴が発現することが明らかになっている．本研究で強い抵抗

性が判明した‘ゴールデンナゲット’についても，今後は果皮や未硬化葉にレゾルシノールが多く含

まれているか検証するとともに，その他の供試品種についても抗菌成分の検出と成分含量の比較を検

討する必要がある． 

 我が国では近年の分子系統解析を用いた病原菌の再同定により，C. gloeosporioides種複合体のうち
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マンゴー炭疽病の病原菌としてC. aenigma，C. asianum，C. fructicola，C. gloeosporioides sensu strict，C. 

siamense およびC. tropicale の 6 種が明らかにされており（安次富ら，2017），それぞれの種の全国的

な分布や種構成は不明であるが，本研究ではこの中で果実に最も強い病原性を有するC. asianumを代

表の供試菌株として使用した．しかし，これまでにイチゴ品種においてC. gloeosporioides種複合体の

構成種によって異なる抵抗性程度を示す品種（ ‘恋みのり’）も確認されている（遠藤，2018）．このこ

とから，マンゴーにおいても特に抵抗性が明らかになった ‘ゴールデンナゲット’については菌種別

での炭疽病抵抗性の検討も必要である．また，今後はこのような多様な病原菌の種複合体に対して安

定的な抵抗性を有する品種を開発するために，抵抗性についてさらなる知見を集積するとともに，迅

速な抵抗性品種の選抜を可能にする遺伝子マーカーの開発や適正な病原性検定のための接種用菌株

の選定なども行う必要があると考えられる． 
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Ⅶ．Colletotrichum gloeosporioides および C. acutatum 両種複合体に所属する

沖縄産マンゴー炭疽病菌の種構成と諸特性 

１．材料および方法 

１．１ 供試菌株および分子系統解析 

 2007～2012 年にかけて沖縄県内の 17 市町村 45 園地の罹病果実の黒色斑点部に形成された鮭肉色

の分生子塊から単胞子分離し，マンゴー品種‘アーウィン’果実へ菌叢片接種による病原性試験と，

種特異的プライマーを用いた PCR 増幅（White et al., 1990；Mills et al., 1992；Sreenivasaprasade et al., 

1996）によりC. gloeosporioides 種複合体（73 菌株）またはC. acutaum 種複合体（10菌株）に類別し

た計 83 菌株を解析に供試した（第 10，11 表；澤岻ら，2012）．供試菌株の種を同定するために，C. 

gloeosporioides種複合体はSilvaら（2012）の方法に従いApMat 領域について，C. acutaum種複合体は

Dammら（2012）の方法に従い ITS，GAPDH，ACT，CHS-1，HIS3およびTUB2領域について分子系

統解析を行った．各領域のプライマー（第 12 表）によりDNA 断片を増幅し，得られた PCR 産物を

ExoSAP-IT （Thermo Fisher Scientific）により精製した後3130xl Genetic Analyzers （Thermo Fisher Scientific）

にてそれぞれの塩基配列を決定し，BLAST 検索を行った．なお，PCR 反応液の酵素は TaKaRa Taq 

DNA ポリメラーゼ（タカラバイオ，滋賀）を使用し，PCR 条件は各領域の塩基配列ともに既報に従

って伸長反応させた（第 12 表）．次に，Colletotrichum 属菌の ex-type 株を含む各領域で登録されてい

る塩基配列をDDBJ/EMBL/GenBankデータベースより取得し，それらの塩基配列と供試菌株の塩基配

列を統合して，ソフトウェアClustal W （Thompson et al., 1994）でアライメントを行い，ソフトウェア

MEGA 11 （Tamura et al., 2021）を用いて，Kimuraのパラメータ法（Kimura,1980）に基づく近隣結合法

にて系統関係を推定した．近隣結合法で得られた系統樹の各枝の支持率は，ブートストラップ検定

（Felsenstein, 1985）を 1,000回反復し，評価を行った． 

１．２ 形態観察 

 供試菌株はC. gloeosporioides種複合体のうち代表菌株として c10（Colletotrichum aenigma B. S. Weir 

& P. R. Johnston），s12（Colletotrichum asianum Prihastuti, L. Cai & K. D. Hyde），c02（Colletotrichum 

fructicola Prihastuti, L. Cai & K. D. Hyde），n06 （Colletotrichum gloeosporioides (Penzig) Penzig & Saccardo），

s10（Colletotrichum queenslandicum B. S. Weir & P. R. Johnston），n12（Colletotrichum siamense Prihastuti, 

L. Cai & K. D. Hyde），n18（Colletotrichum theobromicola Delacroix），c08（Colletotrichum tropicale E. I.  
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GenBank
アクセッション番号

ApMat
C. aenigma c10 うるま市 (3) 中部 アーウィン LC777809

s21 那覇市 (1) 南部 アーウィン LC777820
C. asianum n04 名護市 (1) 北部 アーウィン LC777796

n16 今帰仁村 (2) 北部 アーウィン LC777804
n24 国頭村 (2) 北部 アーウィン LC777769
n26 国頭村 (2) 北部 アーウィン LC777771
n27 大宜味村 (1) 北部 アーウィン LC777812
n29 宜野座村 (1) 北部 アーウィン LC777814
n30 宜野座村 (2) 北部 アーウィン LC777815
n31 宜野座村 (2) 北部 アーウィン LC777816
n32 宜野座村 (3) 北部 アーウィン LC777817
s11 南風原町 (1) 南部 アーウィン LC777784
s12 南風原町 (2) 南部 アーウィン LC777785
s13 南風原町 (2) 南部 アーウィン LC777786
s16 糸満市 (1) 南部 アーウィン LC777789
s18 糸満市 (2) 南部 アーウィン LC777791

C. fructicola n02 東村 (1) 北部 アーウィン LC777795
n03 東村 (1) 北部 アーウィン LC777810
n05 名護市 (1) 北部 アーウィン LC777797
n07 名護市 (2) 北部 アーウィン LC777799
n08 名護市 (3) 北部 アーウィン LC777811
n09 名護市 (4) 北部 アーウィン LC777802
n10 名護市 (4) 北部 アーウィン LC777803
n14 今帰仁村 (1) 北部 アーウィン LC777800
n15 今帰仁村 (1) 北部 アーウィン LC777801
n19 今帰仁村 (3) 北部 アーウィン LC777767
n20 今帰仁村 (3) 北部 アーウィン LC777768
n21 国頭村 (1) 北部 アーウィン LC777806
n22 国頭村 (1) 北部 アーウィン LC777807
n23 国頭村 (1) 北部 アーウィン LC777808
n25 国頭村 (2) 北部 アーウィン LC777770
n28 宜野座村 (1) 北部 アーウィン LC777813
c01 沖縄市 (1) 中部 アーウィン LC777759
c02 沖縄市 (1) 中部 アーウィン LC777760
c05 うるま市 (1) 中部 アーウィン LC777761
c06 うるま市 (2) 中部 アーウィン LC777762
c07 うるま市 (2) 中部 アーウィン LC777792
c11 うるま市 (3) 中部 アーウィン LC777821
c12 うるま市 (3) 中部 アーウィン LC777822
c17 嘉手納町 (1) 中部 アーウィン LC777764
s05 豊見城村 (3) 南部 アーウィン LC777778
s06 豊見城村 (4) 南部 アーウィン LC777779
s14 南城市 (1) 南部 アーウィン LC777787
s19 糸満市 (3) 南部 アーウィン LC777772
s22 那覇市 (1) 南部 アーウィン LC777819
r01 石垣市 (1) 離島 アーウィン LC777753
r02 石垣市 (2) 離島 アーウィン LC777754
r06 石垣市 (6) 離島 アーウィン LC777758
r07 宮古島市 (1) 離島 アーウィン LC777750
r08 宮古島市 (1) 離島 アーウィン LC777751
r09 宮古島市 (2) 離島 アーウィン LC777752

C. gloeosporioides s.s n06 名護市 (2) 北部 アーウィン LC777798
C. queenslandicum s10 南風原町 (1) 南部 アーウィン LC777783
C. siamense n11 名護市 (5) 北部 アーウィン LC777773

n12 名護市 (6) 北部 アーウィン LC777818
n17 今帰仁村 (2) 北部 アーウィン LC777805
s03 豊見城市 (2) 南部 アーウィン LC777776
s04 豊見城市 (2) 南部 アーウィン LC777777
s07 豊見城市 (5) 南部 アーウィン LC777780
s08 豊見城市 (5) 南部 アーウィン LC777781
s15 八重瀬町 (1) 南部 アーウィン LC777788
s17 糸満市 (1) 南部 アーウィン LC777790

Colletotrichum  sp. Clade Q n01 東村 (1) 北部 アーウィン LC777794
r03 石垣市 (3) 離島 アーウィン LC777755
r05 石垣市 (5) 離島 アーウィン LC777757

C. theobromicola n18 今帰仁村 (3) 北部 アーウィン LC777766
C. tropicale c08 うるま市 (2) 中部 アーウィン LC777793

c09 うるま市 (2) 中部 アーウィン LC777765
c16 嘉手納町 (1) 中部 アーウィン LC777763
s01 豊見城市 (1) 南部 アーウィン LC777774
s02 豊見城市 (1) 南部 アーウィン LC777775
s09 南風原町 (1) 南部 アーウィン LC777782
r04 石垣市 (4) 離島 アーウィン LC777756

第10表 沖縄産マンゴー炭疽病菌Colletotrichum gloeosporioides種複合体分離株の菌種，分離菌株，採集地，地

域，品種およびApMat 領域のGenBank登録アクセッション番号

菌種 分離菌株
市町村

（採集圃場No.） 地域 品種
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遺伝子 プライマー名 　　シークエンス配列 PCR条件 参考文献

ACT ACT-512F ATG TGC AAG GCC GGT TTC GC Carbone and Kohn., 1999
ACT-783R TAC GAG TCC TTC TGG CCC AT Carbone and Kohn., 1999

ApMat AM-F TCA TTC TAC GTA TGT GCC CG Silva et al., 2012
AM-R CCA GAA ATA CAC CGA ACT TGC Silva et al., 2012

CHS-1 CHS-79F TGG GGC AAG GAT GCT TGG AAG AAG Carbone and Kohn., 1999
CHS-345R TGG AAG AAC CAT CTG TGA GAG TTG Carbone and Kohn., 1999

GAPDH GDF1 GCC GTC AAC GAC CCC TTC ATT GA Guerber et al., 2003
GDR1 GGG TGG AGT CGT ACT TGA GCA TGT Guerber et al., 2003

HIS3 CYLH3F AGG TCC ACT GGT GGC AAG Crous et al., 2004
CYLH3R AGC TGG ATG TCC TTG GAC TG Crous et al., 2004

ITS ITS-1F CTT GGT CAT TTA GAG GAA GTA A Gardes and Bruns., 1993
ITS-4 TCC TCC GCT TAT TGA TAT GC White et al., 1990

TUB2 T1 AAC ATG CGT GAG ATT GTA AGT O’Donnell and Cigelnik., 1997
Bt-2b ACC CTC AGT GTA GTG ACC CTT GGC Glass and Donaldson., 1995

4 min at 95℃，35 cycle of 30 s at 95℃，30 s at 52℃，

45 s 72℃，and 7 min at 72℃

5 min at 94℃，40 cycle of 30 s at 94℃，30 s at 52℃，

30 s at 72℃，and 7 min at 72℃

第12表　本研究における使用プライマー，PCR条件および参考文献

5 min at 94℃，40 cycle of 30 s at 94℃，30 s at
52℃， 30 s at 72℃，and 7 min at 72℃

3 min at 94℃，30 cycle of 45 s at 94℃，45 s at 54℃，

1 min at 72℃，and 7 min at 72℃

5 min at 94℃，40 cycle of 30 s at 94℃，30 s at 52℃，

30 s at 72℃，and 7 min at 72℃

5 min at 94℃，40 cycle of 30 s at 94℃，30 s at 52℃，

30 s at 72℃，and 7 min at 72℃

5 min at 94℃，40 cycle of 30 s at 94℃，30 s at 52℃，

30 s at 72℃，and 7 min at 72℃

ITS GAPDH ACT CHS-1 HIS3 TUB2
C. fioriniae n13 名護市 (7) 北部 アーウィン LC778040 LC778050 LC778060 LC778070 LC778080 LC778090

c13 うるま市 (3) 中部 アーウィン LC778037 LC778047 LC778057 LC778067 LC778077 LC778087
c14 うるま市 (3) 中部 アーウィン LC778038 LC778048 LC778058 LC778068 LC778078 LC778088
c15 うるま市 (3) 中部 アーウィン LC778039 LC778049 LC778059 LC778069 LC778079 LC778089

C. miaoliense s20 糸満市 (4) 南部 アーウィン LC778044 LC778054 LC778064 LC778074 LC778084 LC778094
C. pedunculi n35 宜野座村 (4) 北部 アーウィン LC778043 LC778053 LC778063 LC778073  LC778083 LC778093

c03 沖縄市 (1) 中部 アーウィン LC778035 LC778045 LC778055 LC778065 LC778075 LC778085
Colletotrichum sp. n33 宜野座村 (3) 北部 アーウィン LC778041 LC778051 LC778061 LC778071 LC778081 LC778091

n34 宜野座村 (3) 北部 アーウィン LC778042 LC778052 LC778062 LC778072 LC778082 LC778092
c04 沖縄市 (1) 中部 アーウィン LC778036 LC778046 LC778056 LC778066 LC778076 LC778086

第11表　沖縄産マンゴー炭疽病菌Colletotrichum acutatum 種複合体分離株の菌種，分離菌株，採集地，地域，品種およびITS，GAPDH，

ACT ，CHS-1，HIS3 ，TUB2 領域のGenBank登録アクセッション番号

菌種 分離菌株
市町村

（採集圃場No.） 地域 品種
GenBankアクセッション番号

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Rojas, S. A. Rehner & Samuels）および n01（Colletotrichum sp. Clade Q）の 9種（8種・1未知種）を使

用した．また，C. acutatum種複合体の代表菌株として n13 （Colletotrichum fioriniae （Marcelino & Gouli）

Pennycook），s20 （Colletotrichum miaoliense sp. nov. P. C. Chung & H. Y. Wu），c03 （Colletotrichum pedunculi 

C. L. Wang & W. L. Lin, sp. nov.）および n33 （Colletotrichum sp.）の 4種（3種・1未知種）を使用した．

佐藤（2022）の手法に従い，光学顕微鏡下（NIKON ECLIPSE Ni）において供試菌株の分生子の形状

および大きさ（PDA培地上），付着器の形状および大きさ（SNA培地上），培養特性として 25 ℃暗

黒下で PDA 培地にて 5 日間培養した菌叢の形態観察と直径を計測した．なお，分生子および付着器

の大きさについては，30個の長・短径を測定した．また，生育温度範囲を調べるために，供試菌株を

PDA平板培地（Difco）上で 25 ℃暗黒下で 7日間培養した後，菌叢の周縁部をコルクボーラー（直径

5 mm）で打ち抜いた菌叢片をPDA平板培地の中央に置床し，暗黒下，5～40 ℃（5 ℃間隔）の 8段

階の温度範囲で 5日間培養し，その菌叢直径を調査した．なお，試験は 1温度区あたりシャーレ 1枚

につき 1菌叢を供試し，3反復で行った． 
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１．３ 病原性試験 

 上記のC. gloeosporioides 種複合体 9 種およびC. acutatum 種複合体 4 種の代表菌株を供試した．供

試菌株をPDA平板培地で25 ℃暗黒下にて 5日間培養して得られた菌叢を直径 5 mm のコルクボーラ

ーで打ち抜き接種用の含菌寒天片とした．量販店で購入した ‘アーウィン’成熟果実（果皮は鮮紅色

を呈し，光沢が出ていない状態）の果皮表面を 70%エタノール浸漬（1分間）により殺菌し，ビーカ

ー内の蒸留水で数十秒間洗浄後に滅菌した柄付き針で 1 mm 程度の傷を数カ所付傷し，その上に供試

菌株の含菌寒天片を菌叢面が傷に接するように貼り付けた．接種果実は，ただちにプラスチック製密

閉容器（48 cm × 31 cm × 29 cm）内で保湿し 27 ℃の暗室内に静置し，接種 7日後に出現する黒色病斑

の直径を計測した．なお，無菌の PDA 寒天片を貼り付けたものを対照区とした．また，接種により

生じたすべての黒色病斑部位から，定法（佐藤，2022）に従い接種菌の再分離を行った．1 菌株あた

り 10～11果に接種を行った．  

１．４ 薬剤感受性試験（MIC値調査） 

 病原性試験と同じ 13 菌株を供試した．供試殺菌剤として国内でマンゴー炭疽病に登録のあるアゾ

キシストロビン水和剤（シンジェンタジャパン，商品名：アミスター10 フロアブル），イミノクタジ

ンアルベシル酸塩水和剤（日本曹達，商品名：ベルクート水和剤），キャプタン水和剤（アリスタラ

イフサイエンス，商品名：オーソサイド水和剤 80），クレソキシムメチル水和剤（日産化学，商品名：

ストロビードライフロアブル），マンゼブ水和剤（日産化学，商品名：ジマンダイセン水和剤）およ

びフルジオキソニル水和剤（シンジェンタジャパン，商品名：セイビアーフロアブル 20）の 6剤を使

用した．各殺菌剤の最終濃度が所定濃度（0，0.1，0.39，1.56，6.25，25，100，400，1,600 ppm；4倍

希釈 9 段階）になるように調製して添加したPDA 平板培地に，あらかじめPDA 平板培地で 25 ℃の

暗黒下にて 3～5 日間前培養し，菌叢周辺部を直径 5 mm のコルクボーラーで打ち抜いて得られた含

菌寒天片を菌叢面が培地中央に接するように置床した．その後，25 ℃暗黒下で 4日間培養し生育した

菌叢の直径を測定し，MIC 値（最小生育阻止濃度）を調査した．なお，ストロビルリン系薬剤（QoI

剤）であるアゾキシストロビンおよびクレソキシムメチル水和剤については，稲田ら（2010）の方法

に従ってシアン耐性呼吸阻害剤の salicylhydroxamic acid（SHAM, MP Biomedicals）を最終濃度 1,000 

ppm になるように各培地に添加して評価を行った．試験は 1菌株につきシャーレ 1枚に 1移植片を供

試し，3反復で行った． 
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２．結果 

２．１ 沖縄産マンゴー炭疽病菌種複合体の種構成および形態的特性 

供試 83菌株のApMat 領域あるいは ITS，GAPDH，ACT，CHS-1，HIS3およびTUB2の登録配列ア

クセションは第 10，11表に示した．C. gloeosporioides種複合体 73菌株のApMat 領域の配列は，既報

のC. aenigmaの同領域塩基配列と 99%（KM360143等；Liu et al., 2015），C. asianumの同領域塩基配

列と 99%（JQ894573等；Sharma et al., 2013），C. fructicolaの同領域塩基配列と 100%（KX620181等；

Sharma et al., 2017），C. gloeosporioides s.sの同領域塩基配列と 98% （JQ807843等；Sharma et al., 2013），

C. queenslandicumの同領域塩基配列と 98%（KC888928等；Sharma et al., 2013），C. siamenseの同領域

塩基配列と 100%（JQ894562 等；Sharma et al., 2013），C. theobromicola の同領域塩基配列と 99%

（LC217788等；Yokosawa et al., 2017）およびC. tropicaleの同領域塩基配列と 99% （LC361462等；澤

岻ら，2018b）の同一性がそれぞれ認められた．また，Colletotrichum sp. Clade Qでは高い同一性を示

す既知種は見当たらなかった．供試 73 菌株とそれらに近縁と考えられた C. gloeosporioides 種複合体

40 種 143 菌株およびアウトグループ 1 種 1 菌株の合計 41 種 144 菌株の塩基配列データ（2023 年 12

月時点，ApMat 領域の塩基配列で DDBJ/EMBL/GenBank DNA データベースに登録されている種数）

を用いた分子系統解析の結果，高いブートストラップ値で単系統群を形成したC. aenigma，C. asianum，

C. fructicola，C. gloeosporioides s.s，C. queenslandicum，C. siamense，C. theobromicola，C. tropicaleおよ

び Colletotrichum sp. Clade Q の 9 種（8 種・1 未知種）それぞれの所属するクレードに類別され，

Colletotrichum sp. Clade Qは既知種に属さなかった（第 19図A）． 

 同様に，C. acutatum種複合体 10菌株の ITS，GAPDH，ACT，CHS-1，HIS3およびTUB2の配列は，

既報の C. fioriniae の同 6 領域塩基配列と 99～100%（ITS：MH865005 等，GAPDH：JQ948622 等，

ACT ：JQ949613等，CHS-1 ：JQ948953等，HIS3 ：JQ949283等，TUB2 ：JQ949943等；Damm et al., 2012, 

Vu et al., 2019），既報のC. miaolienseの同 5領域塩基配列と 99～100% （ITS ：NR_171190等，GAPDH ：

MK908470等，ACT ：MK908573等，CHS-1 ：MK908522等，HIS3 ：データ登録なし，TUB2 ：MK908624

等；Chung et al., 2020），既報のC. pedunculi の同 6領域塩基配列と 99～100%（ITS：MN809388等，

GAPDH ：MN820684等，ACT ：MN820668等，CHS-1 ：MN820676等，HIS3 ：MN820692等，TUB2 ：

MN810342等；Lin et al., 2023）の同一性がそれぞれ認められた．また，Colletotrichum sp.では 6領域全

てにおいて高い同一性を示す既知種は見当たらなかった．供試 10菌株とそれらに近縁と考えられた 
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大きさ (µm) L/W比 大きさ (µm) L/W比

C. fructicola c02 12.4-17.7×3.1-5.5  3.4a a)     5.7-8.8×4.7-6.6 1.3a  5.3a

C. asianum s12 15.7-23.8×4.0-6.6  3.9b 6.1-8.2×5.2-7.7 1.2b  5.8b

C. siamense n12 11.0-17.0×3.5-5.0  3.3a 6.5-10.0×5.0-8.0 1.3a  7.5c

C. tropicale c08 12.7-19.7×3.7-6.7  3.2ac 6.7-10.3×5.2-7.2 1.4a  7.4c

C. aenigma c10 15.2-17.9×4.9-6.8  2.8cd 6.9-10.6×5.3-7.8 1.4a  6.0b

C. gloeosporioides s.s n06 12.8-18.0×4.0-7.4  2.9ce 5.3-11.3×4.9-7.1 1.4a  6.5d

C. theobromicola n18 15.6-21.6×4.5-6.0  3.4a 7.9-12.7×5.3-7.0 1.6c  6.0b

C. queenslandicum s10 14.2-18.3×4.9-6.6  3.0ade 7.1-10.9×5.8-7.6 1.3a  6.6d

Colletotrichum sp. Clade Q n01 16.5-21.1×5.2-7.0  3.0ade 7.1-11.3×5.8-8.2 1.3a  7.4c

C. fioriniae n13 11.1-17.0 × 3.3-6.2  3.0a    6.4-8.5 × 4.1-5.8 1.5a  4.5a

C. miaoliense s20 8.6-15.5 × 2.5-5.6  3.0a 4.8-7.4 × 3.7-6.3 1.2b  5.3b

C. pedunculi c03 9.3-15.2 × 2.8-6.0  3.1a 4.2-8.3 × 3.1-6.6 1.1b  5.2b

Colletotrichum sp. n33 9.2-14.7 × 3.0-6.3  3.1a 5.0-7.5 × 4.6-6.9 1.1b  5.2b

C. gloeosporioides

C. acutatum

a) 異なるアルファベットは菌種間におけるTukey-Kramer HSD testによる有意差（p  < 0.05）を示す．

第13表　沖縄産マンゴー炭疽病菌 Colletotrichum gloeosporioides およびC. acutatum種複合体菌株の形態的特徴

種複合体 菌種
分離
菌株

分生子 付着器 菌叢直径
(cm) / 5日

C. acutatum種複合体48種67菌株およびアウトグループ1種1菌株の合計49種68菌株のデータを用

いた分子系統解析の結果，高いブートストラップ値で単系統群を形成したC. fioriniae，C. miaoliense，

C. pedunculi およびColletotrichum sp.の 4種それぞれのクレードに類別され，Colletotrichum sp.は既知種

のクレードに属さなかった （第 19図B）．供試菌株の構成種の割合は，沖縄地域全体ではC. fructicola

が 42.2%で最も優占率が高く，次いでC. asianumが 16.9%，C. siamenseが 10.8%であった（第 20図）．

また，南部を除く北部，中部および離島（石垣島と宮古島）においても，C. fructicolaが最優占種であ

った（第 20図）． 

 

 

 

 

C. gloeosporioides 種複合体 9 種の各菌株（菌種）の PDA 平板培地上の菌叢は，初め白色から 5～7

日後に灰白色で綿毛状またはフェルト状を呈し，分生子のL/W比は 2.8～3.9，付着器のL/W比は 1.2

～1.6，菌叢の直径は 5.3～7.5 cm の範囲となり，共通して分生子は円筒形，付着器は球形～卵形また

は棍棒形であった．なお，菌株 n18（C. theobromnicola）のPDA 平板培地による培養菌叢裏面はまだ

ら状に黒褐色となる特徴を示した．また，培養 5日後の菌叢の直径では，c02 （C. fructicola）は他の菌

株が 5.8～6.6 cmであったのに対し，5.3 cmと最も小さくなった．しかし，c02（C. fructicola）および

n18 （C. theobromnicola）以外の菌株は形態的特徴による差異は認められず，種の識別は困難であった

（第 13表，第 21図）． 
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C. acutatum 種複合体 4 種の各菌株の PDA 平板培地上の菌叢は，主に白色から灰白色で綿毛状を

呈し，分生子の L/W 比は 3.0～3.1，付着器の L/W 比は 1.1～1.5，菌叢の直径は 4.5～5.3 cm の範囲

となった．n13（C. fioriniae）は分生子の形状は紡錘形から円筒形，付着器は楕円形から棍棒形で他

菌株と比べて付着器は最も大きく，菌叢の直径値は最も小さくなり，PDA 平板培地裏面が赤みを帯

びる特徴を示すことから，形態的特徴による他菌株との識別が可能であった．その他 3 種の菌株に

ついては，共通して分生子の形状は紡錘形から円筒形，付着器は球形から卵形または棍棒形で菌叢

の直径が 5.2～5.3 cm となり形態的特徴による差異は認められず，種の識別は困難であった（第 13

表，第 21 図）．生育温度範囲については，C. gloeosporioides 種複合体 9 種の各菌株では c10（C. 

aenigma），s12 （C. asianum），n06 （C. gloeosporioides s.s），n12 （C. siamense）および c08 （C. tropicale）

は 10～35 ℃，c02（C. fructicola），s10（C. queenslandicum），n18（C. theobromicola）および n01

（Colletotrichum sp. Clade Q）は 15～35 ℃で生育し，生育適温は s10（C. queenslandicum）と n18（C. 

theobromicola）で 30 ℃付近，その他 7種の菌株は 25 ℃付近であった（データ省略）．C. acutatum

種複合体 4種の各菌株の生育温度範囲については，n13 （C. fioriniae），c03 （C. pedunculi）および n33

（Colletotrichum sp.）は 10～30 ℃，s20（C. miaoliens）は 15～30 ℃で生育し，いずれの菌種の菌株

も生育適温は 25 ℃であった（データ省略）． 

２．２．沖縄産マンゴー炭疽病菌種複合体の病原性および薬剤感受性 

 C. gloeosporioides種複合体 9 種では菌株（菌種）間で ‘アーウィン’果実への病原性に差があり，

菌株 n01（Colletotrichum sp. Clade Q）および s10（C. queenslandicum）は他種と比べて黒色の病斑直

径が平均 2 cm 以上と有意に大きい値を示した．一方，構成種の中で最優占種の c02（C. fructicola）

または c10（C. aenigma）は，他種と比べて病斑直径は平均 1 cm 以下と有意に小さい傾向を示した

（第 22 図 A）．C. acutatum 種複合体 4 種では，全ての菌種の菌株が平均直径 1.6～1.9 cm の病斑を

形成し，概ね同等の病原性であった（第 22 図 B）．なお，形成された黒色の病斑部位からは，いず

れも接種菌株と同様の菌株が再分離され，無菌の PDA 寒天片を貼り付けた対照区では病斑形成は

認められなかった． 

 供試菌株の薬剤感受性試験では，C. gloeosporioides 種複合体 9 種の各菌株に対してアゾキシスト

ロビンおよびクレソキシムメチル水和剤は他剤と比較して MIC 値が 0.39 ppm 以下で低く，9 菌株

の同 2 剤に対する感受性が共通して高い傾向が認められた．また，キャプタン水和剤およびマンゼ 
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C. ae a ) C. as C. fr C. gl C. qu C. si CladeQ C. th C. tr C. fi C. mi C.pe C. sp.
アゾキシストロビンフロアブル <0.1 <0.1 0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1
クレソキシムメチルドライフロアブル <0.1 0.1 0.39 0.39 <0.1 <0.1 0.39 <0.1 0.39 <0.1 <0.1 <0.1 0.39
イミノクタジンアルベシル酸塩水和剤 400 6.25 1.56 1.56 6.25 6.25 1.56 1.56 6.25 6.25 1600< 1600< 1600<
フルジオキソニル水和剤 1600 1600 1600< 1600< 1600< 1600< 1600< 1600< 1600< 1600< 6.25 <0.1 1600<
キャプタン水和剤 400 1600< 1600 25 25 400 1600< 400 1600 25 1600< 400 100
マンゼブ水和剤 25 1600 400 400 400 25 1600< 1600 100 400 1600< 400 100

a) C. ae : C. aenigma (分 離 菌 株 ： c10), C. as : C. asianum (s12), C. fr : C. fructicola (c02), C. gl : C. gloeosporioides s.s (n06), C. qu : C.
queenslandicum (s10), C. si : C. siamense (n12), CladeQ: Colletotrichum sp. Clade Q (n01), C. th : C. theobromicola (n18), C tr : C. tropicale (c08),
C.fi : C. fioriniae (n13), C. mi : C. miaoliense  (s20). C. pe: C. pedunculi (c03). C. sp.: Colletotrichum sp. (n33).

第14表 沖縄産マンゴー炭疽病菌Colletotrichum gloeosporioidesおよびC.acutatum種複合体菌株に対する6種登録薬剤の最小生育阻止

濃度（MIC値）の比較

薬剤

MIC (ppm)
C. gloeosporioides種複合体 C. acutatum種複合体

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ブ水和剤では菌株によってMIC値にそれぞれ差異が認められ，例えばマンゼブ水和剤では菌株 c10

（C. aenigma）や n12（C. siamense）のように MIC 値が 25 ppm と感受性が高い種もあれば，n01

（Colletotrichum sp. Clade Q）のようにMIC 値が 1,600 ppm 以上と感受性が低い菌株もあることが確

認された．一方，同 9菌株はフルジオキソニル水和剤に対してMIC 値が 1,600 ppm かそれ以上の濃

度となり感受性が低い傾向が認められた（第 14表）．C. acutatum 種複合体 4 種の各菌株はいずれも

アゾキシストロビンおよびクレソキシムメチル水和剤に対するMIC値が0.39 ppm以下と最も低く，

高い薬剤感受性が認められた．一方，イミノクタジンアルベシル酸塩水和剤に対しては n13（C. 

fioriniae）を除くその他 3種の菌株でMIC 値が 1,600 ppm 以上と高く，感受性は低い傾向であった．

また，キャプタン水和剤，マンゼブ水和剤およびフルジオキソニル水和剤の 3 剤に対しては菌株間

でMIC値の差異が認められ，例えばフルジオキソニル水和剤に対しては c03 （C. pedunculi）のMIC
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値が 0.1 ppm 以下と感受性が高かったのに対し，n13（C. fioriniae）はMIC値が 1,600 ppm 以上と感

受性が低く，菌株間に薬剤感受性の差が確認された（第 14表）． 

３．考察 

本研究では，沖縄産マンゴー果実に炭疽病を引き起こすC. gloeosporioidesおよびC. acutatum 両種

複合体 83菌株について，その種構成と菌種の形態的特徴，病原性および薬剤感受性について調査を

行った．その結果，単一または複数領域の塩基配列を用いた分子系統解析と菌の形態的特徴からC. 

gloeosporioides種複合体は 9 種（8種・1 未知種），C. acutatum種複合体は 4 種 （3種・1未知種）に

同定され，計 13種で構成されていることが明らかになった（第 19 図A, B）．そのうち，C. acutatum

種複合体に属するC. fioriniae およびC. miaolienseはイチゴ，トルコギキョウおよびリンゴ等の炭疽

病の病原として既に確認されているが（Chung et al., 2020 ；日本植物病理学会編，2023），マンゴー

の病原としては国内外で未報告である．また，C. pedunculi はマンゴーの病原として既に台湾から報

告されているが（Lin et al., 2023），我が国のマンゴーでは初確認となる．両種複合体に属する

Colletotrichum sp. Clade Q およびColletotrichum sp.は，解析した全ての遺伝子・DNA 領域において高

い同一性を示す既知種はなく，新種の可能性がある．ApMat 領域は従来の複数領域と比べて高い精

度で遺伝子変異を識別できる優れた領域として多くのC. gloeosporioides種複合体の遺伝子解析で使

用されており（Silva et al., 2012；Sharma et al., 2013；Yokosawa et al., 2017；Tovar-Pedraza et al., 2020；

Yokosawa et al., 2020），マンゴー炭疽病菌C. gloeosporioides種複合体においても構成種を明確に識別

できることが明らかになっている（Liu et al., 2015）．海外におけるマンゴー炭疽病菌C. gloeosporioides

種複合体の構成種では，メキシコおよびインドで 5 種，ブラジルでは 7種が明らかになっているが

（Sharma et al., 2013；Vieira et al., 2014；Tovar-Pedraza et al., 2020），いずれも本研究で明らかになっ

た 9 種より構成種数が少ない．沖縄県が位置する亜熱帯は熱帯と温帯の中間域であり，本県北部に

おける常緑樹葉に生息するクロサイワイタケ科内生菌に関する多様性評価の報告（池田ら，2011）

にもあるように，気温などの物理的環境が熱帯より変化に富み，南北の植物種が混在する多様な生

物的環境のため，菌種も多様に存在することが推察された．メキシコでは構成種のC. asianum およ

び C. siamense，インドでは C. fructicola，C. asianum および C. siamense が上位の優占種となってお

り，本県における優占種と概ね一致していることから，これらの菌種がマンゴーの主要な病原菌で

あると考えられた（第 20図）．一方，C. acutatum 種複合体のマンゴー炭疽病菌に関する報告は，C. 
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gloeosporioides 種複合体の報告数よりも少なく，これまで台湾での調査結果のみとなっている（Wu 

et al., 2020；Lin et al., 2023）．Wuら（2020）の報告では，台湾で分離された 10 菌株のうち，2菌株

がC. acutatum 種複合体に属するC. scovillei と同定されたが，本県の構成種とは一致するものはなか

った．しかし，Linら（2023）の報告では台湾分離 6菌株のうち，5菌株がC. pedunculi と同定され，

本県の構成種にも含まれていた．国内ではトウガラシ・ピーマン炭疽病の病原としてC. scovillei が

報告されており（Kanto et al., 2014），本種は今回のマンゴー炭疽病の構成種に含まれてはいないが，

本県南部地区においてもピーマン生産地があることから，マンゴーにも本種が炭疽病を引き起こし

ている可能性が推察される．今後もマンゴー罹病果のサンプル数を増やして継続して調査を行う必

要がある．また，澤岻ら（2012）は，沖縄県のマンゴー罹病果実より採集した炭疽病菌 150 株のう

ち，89%がC. gloeosporioides 種複合体，11%がC. acutatum 種複合体であることを報告しており，C. 

acutatum種複合体のほうがC. gloeosporioides種複合体よりも分離頻度が低いことが明らかになって

いる．フロリダおよびプエルトリコにおけるマンゴー炭疽病菌の種別分離頻度の調査でも C. 

acutatum種複合体のほうが低いことから（Lydia et al., 2006），一般的にC. acutatum 種複合体よりも

C. gloeosporioides 種複合体の方がマンゴー炭疽病菌として重要度が高いと考えられる．本県ではこ

れまでに木本植物からC. acutatum種複合体に属するC. sloanei が分離された報告はあるが（Sato and 

Moriwaki, 2013），マンゴー以外のパッションフルーツ，バナナ，パパイアおよびピタヤ等の多くの

熱帯果樹類では未だ C. acutatum 種複合体による炭疽病の報告はないことから（日本植物病理学会

編，2023），本県では，そもそも自然界において本種複合体の存在自体が少ないのかもしれない．こ

のことから，C. acutatum種複合体については，今後もマンゴー罹病果のサンプル数を増やしながら，

他種の存在についても継続して調査を行う必要がある． 

 C. gloeosporioides および C. acutatum 両種複合体の計 13 種（11 既知種・2 未知種）に同定された

供試菌株の形態的特徴のうち，菌株 n18（C. theobromnicola）の PDA による培養菌叢裏面がまだら

状に黒褐色となる特徴を示すこと，n13（C. fioriniae）は分生子が主に紡錘形を示し，種複合体内の

他種と比べて付着器が大きく，PDA による培養菌叢裏面が赤みを帯びることから，これらの種は普

及員や営農指導員が顕微鏡観察や病原菌の分離培養を行うことにより，概ね他種との識別が可能と

考えられる．しかし，その他の菌種では分生子および付着器の大きさ，PDA 平板培地上の菌叢形態

等に明瞭な差異はみられず，生産現場での形態的特徴による菌種の識別は困難であると判断した（第

13 表，第 21 図）．そのため，現状では本病の診断における正確な菌種の識別には，遺伝子検定が
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必要になると考えられる．Ganら（2017）は，千葉県におけるイチゴ炭疽病の主要種であるC. fructicola，

C. aenigma および C. siamense について PCR が可能な遺伝子マーカーを開発していることから，生

産現場における簡易診断法として有効と考えられる．今後，本マーカーが本県のマンゴー炭疽病菌

の PCR 診断でも適用可能かどうか，検証を進める必要がある． 

 C. gloeosporioides および C. acutatum 両種複合体の計 13 種菌株の‘アーウィン’果実への病原性

の比較では，C. gloeosporioides 種複合体 9 種間で病原性の強弱に差異が認められ，菌株 n01

（Colletotrichum sp. Clade Q）および s10 （C. queenslandicum）は平均直径 2 cm 以上の病斑を形成し，

他種と比べて病原性が強い傾向を示した．一方，全病原菌の最優占種である c02 （C. fructicola）は平

均直径 1 cm 以下の病斑を形成し，他種の菌株と比べて病原性は弱かった （第 22 図A）．メキシコか

らの報告によれば，マンゴー品種 ‘Manila’の果実に対するC. gloeosporioides種複合体 4種のうち，

C. asianum およびC. siamense は直径 1.6 cm 以上の病斑を形成し比較的病原性が強く，C. fructicolaは

直径 0.9 cm 以下の病斑を形成し病原性は最も弱かった（Tovar-Pedraza et al., 2020）．また，インドで

も同様に，マンゴー果実（品種不明）に対するC. gloeosporioides種複合体 4種間の病原性の比較に

おいても，C. asianumおよびC. siamenseによる病斑が比較的大きく，C. fructicola による病斑が最も

小さく病原性は弱い傾向を示した（Sharma et al., 2013）．これらの結果から，沖縄県における最優占

種のC. fructicolaは，マンゴーにとって世界的に主要な炭疽病菌ではあるものの，品種の違いに関わ

らず他種と比べて病原性は弱いことが推察された．しかし，中国からのマンゴー品種 ‘Tainong’果

実に対する病原性の報告（Mo et al., 2018）によれば，C. fructicola の複数菌株を用いた接種では，菌

株により病斑直径が 0.5～1.3 cm の間で異なり，病原性に差異が認められた．本研究では代表菌株

（c02）のみによる接種の結果であることから，今後は分離された各菌種の菌株数を増やして，病原

性を再検証する必要があると考えられた．一方，C. acutatum種複合体 4種の菌株全てが，平均直径

1.6～1.9 cm 程度の病斑を形成しほぼ同等の強い病原性が認められ，C. gloeosporioides種複合体のよ

うな菌種間での大きな差異は認められなかった（第 22 図 B）．上述のように C. acutatum 種複合体

は，本県におけるマンゴーの病原として分離頻度が低いことから重要度は低いと考えられるが，病

原性は比較的強いことから，出荷後の本種複合体による果実腐敗の見た目の被害程度は大きいこと

が推察された．また，台湾からマンゴー炭疽病菌として報告されたC. acutatum 種複合体のC. scovillei

および C. pedunculi では，品種‘アーウィン’果実に対して C. scovillei では直径 0.6～1.4 cm，C. 

pedunculi では直径 5 mm 程度の病斑を形成することが確認されており（Wu et al., 2020；Lin et al., 
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2023），本県のC. acutatum 種複合体 4種の方が両種よりも病原性は強い可能性が考えられた． 

 C. gloeosporioides および C. acutatum 両種複合体の計 13 種菌株に対する薬剤感受性試験では，ア

ゾキシストロビンおよびクレソキシムメチル水和剤が他剤と比較して MIC 値が低く，全菌種が共

通して高い薬剤感受性を示すことが明らかになった（第 14 表）．このことから，これらストロビル

リン系薬剤（QoI 剤）が本病の最も効果的な防除薬剤として有望と考えられた．Ishii ら（2022）は，

国内のイチゴやクルミ等の野菜・果樹類から分離されたC. gloeosporioidesおよびC. acutatum 両種複

合体に属する 5 種炭疽病菌に対する複数殺菌剤の薬剤感受性を調査し，いずれの菌種もアゾキシス

トロビン剤に対して高い感受性を示すことを報告しており，本研究の結果とも概ね一致した．しか

し，マンゴー炭疽病においては国内外で既に本剤に対する薬剤耐性菌が確認されており（澤岻ら，

2014；Kongtragoul et al., 2020），本県においては 2014 年に石垣島の園地から採集された炭疽病菌に

ついてMIC 値，生物検定および PCR-RFLP によるチトクローム b 遺伝子変異により耐性菌の初発

が確認されている（澤岻ら，2014）．現在のところ，生産現場における耐性菌の分布頻度は非常に低

いものの，今後の発生拡大を考慮して本剤の使用を年 1 回に制限した薬剤体系散布による防除暦が

指導されている（澤岻ら，2018a）．また，Schnabel ら（2021）は，国内外のイチゴやリンゴ等から

分離された C. gloeosporioides および C. acutatum 両種複合体に属する 4 種炭疽病菌に対するフルジ

オキソニル水和剤の薬剤感受性を調査し，C. siamense や C. fructicola に対する本剤のMIC 値は 100 

ppm 以上であり両種の感受性は低い傾向を示すが，C. fioriniae に対する MIC 値は 1 ppm 以下と低

く，同種は高い感受性を示した．一方，本研究で供試したC. fioriniaeの菌株 n13 は，本剤に対する

MIC 値が 1,600 ppm 以上であり同菌株の感受性は低く，上記の報告とは一致しなかった（第 14 表）．

本剤は比較的最近国内のマンゴーに対して農薬登録がなされ，本県の防除暦の殺菌剤ローテーショ

ンには含まれておらず，生産現場での使用頻度はまだ低いことから，耐性菌発生の可能性は低いこ

とが想定される．本剤に対する感受性が低い原因は明らかではないが，元々温暖な亜熱帯地域では，

本菌が異なる地域の環境や宿主の違いに適応して，薬剤感受性等も変化している可能性が示唆され

た（Zadoks, 1982）．しかし，本研究では代表菌株のみを用いた薬剤感受性試験の結果であることか

ら，今後，本菌を含めて各菌種の菌株数を増やして，感受性について再検証する必要がある．また，

予防的殺菌剤として多くの作物で農薬登録されているキャプタンおよびマンゼブ水和剤では，菌株

（菌種）によって薬剤感受性に差異があることが確認された．これらの剤は病原菌に対し，複数の

作用点に効果を示す多作用点接触活性による機作をもつことから（日本植物防疫協会編，2013），
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感受性の低い菌種については薬剤耐性菌の可能性は低いと考えられる．これまでに，イチゴ炭疽病

菌（Glomerella cingulata）において，QoI 剤耐性菌と同じチトクローム b 遺伝子変異を持つ菌がQoI

剤の農薬登録前に採集された事例があることから（石井，2002），これらの菌種も元々薬剤に対し

て低い感受性を持つ病原菌として，一定の密度で本県の自然界に存在していた可能性が考えられた． 

 以上より，沖縄県におけるマンゴー炭疽病菌 C. gloeosporioides および C. acutatum 両種複合体の

13 種とその諸特性が明らかになった．この結果に基づき，日本植物病名目録（日本植物病理学会編，

2023）におけるマンゴー炭疽病の病原に C. gloeosporioides 種複合体の C. theobromicola および C. 

acutatum 種複合体のC. miaoliense，C. pedunculi，Colletotrichum sp.を追加したい．本県には多様な菌

種のマンゴー炭疽病菌が存在し，これらの菌種の間には病原性や登録殺菌剤に対する感受性に差違

があることが明らかになった．これらの知見は，本病の発生生態や防除対策の基礎として，普及員

や営農指導員が生産者を指導する際に活用できるものと思われる．しかし，現在の防除対策で活用

されている薬剤体系散布（ver. 2；澤岻ら，2018a）による防除暦は，Colletotrichum 属の種複合体が

提唱される以前の広義C. gloeosporioides およびC. acutatum の 2 種の病原菌（後にC. siamense およ

びC. fioriniaeと判明）のみに対する複数登録殺菌剤の薬剤感受性に基づいて作成されたものであり，

本研究で明らかになった計 13 種全ての病原菌に対応した防除暦ではない．そのため，今後は本研究

の結果に基づき，関係機関と連携して防除暦の見直しと改訂を進めて行く必要がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 69 - 

Ⅷ．総合考察 

本論文は，わが国における施設マンゴー栽培の発展とともに深刻な問題となっている炭疽病につ

いて，沖縄県における本病の発生生態の解明と効果的な防除技術の確立を目的に，2012年から 2024

年にかけて得られた研究成果を取りまとめたものである．マンゴー栽培は，1975 年以降にビニール

被覆による雨よけ栽培が導入されて以降，九州や沖縄地域で急速に拡大し，高い市場価値を持つ ‘ア

ーウィン’種を中心に発展してきた（米本，2008）．しかし，東京市場での調査によると，2019～2021

年度に出荷された沖縄県産マンゴーの炭疽病発生率は平均 12.4～20.4%であり，依然として経済的

損失やブランド評価の低下につながる深刻な課題となっている（沖縄県農林水産部流通・加工推進

課編，2022）．こうした現状を踏まえ，著者は，市場における炭疽病の発生実態の詳細な調査，病原

菌の潜在感染と感染時期の特定，有効な薬剤を用いた体系的な防除技術の開発，病原性検定法の開

発と抵抗性品種の探索，そして沖縄産マンゴー炭疽病菌の種複合体の解明という，多角的なアプロ

ーチによる研究を進めてきた． 

 大田市場における炭疽病の発生実態調査から，本県から出荷後の果実における炭疽病は，日数経

過とともに発病果率と発病度が増加し，それは単に出荷環境の湿度や結露などの外部要因だけでな

く，果実の熟度やその産地間の差異，そして各生産農家の圃場における病原菌の感染密度に大きく

影響されることが推察された．例えば，包装形態の違いでは，プラスチック製パックの方が紙製の

出荷箱よりも発病果率および発病度が高くなる傾向がみられる一方で，豊見城市を除いた沖縄本島

南部地域の果実では，紙製の出荷箱の方で被害が大きい場合も認められている（第 2図）．このこと

から，出荷果実の発病には，包装素材の違いによる湿度や結露などの環境要因以外に，産地間にお

ける果実の熟度進行の差異や各生産農家の圃場における病原菌の感染密度の差異も影響しているこ

とが示唆された． 

 マンゴーの施設内における炭疽病菌の感染時期と感染経路の特定を目的に，生育期間中の調査を

実施した結果，頂芽や花芽，花序および幼果においても病原菌の潜在感染が確認された（第 2 表，

第 6 図）．これは，病原菌が開花，結実，果実肥大，収穫に至るまで植物体内で長期間潜伏し，収穫

後の適切な条件下で追熟の進行に伴い発病することを示唆している．また，イチゴ炭疽病で実用化

となっているエタノール浸漬法 （Ishikawa，2003）による簡易検定技術をマンゴーに適用することで，

生産現場における本病の発病予察や無病苗の選抜に活用できる可能性が示された．さらに，病原菌
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の感染時期について，マーカーとして nit 変異株を作出し圃場接種試験を行った結果，1月の出蕾期

から感染が成立していることが明らかになり（第 3表），5月に病原菌の潜在化の割合が最も高まっ

た．沖縄では 5～6 月は梅雨期にあたり，この時期に葉濡れ時間の増加とともに病原菌の付着形成率

も増加することが確認されていることから （澤岻，2014），感染に好適な温湿度が十分に保持されて

いたと推察される．これにより，出蕾前の 12 月から防除を開始し，収穫前（6 月の袋かけ前）まで

の長期的な薬剤防除を継続することが重要であることが示唆された．  

 これらの知見を基に防除技術の開発について，炭疽病菌の分生子発芽および菌叢生育に対する有

効殺菌剤の選抜結果から，本病の効果的な薬剤防除体系を構築した．すなわち，キャプタン水和剤，

マンゼブ水和剤，アゾキシストロビンフロアブル，クレソキシムメチルドライフロアブルを中心と

した薬剤体系散布 （ver. 1）を提案した（第 4表）．これにより，収穫後における発病果率を無散布区

と比較して 76～96%抑制できることが確認され，実用的な防除体系としての有用性が示された （第

6 表，第 9 図）．また，本病とマンゴー軸腐病との同時防除を目的とした薬剤体系散布（ver. 2）を策

定し（第 7 表），これら両病害の病原菌の分生子発芽および菌叢生育に有効な 5 種の薬剤を組み合

わせた体系散布により，両病害の発生を無散布区と比べて炭疽病では約 67～92%，軸腐病では約 56

～95%まで抑制されることを明らかにした（第 8 表）．特に本県においては，2014 年に石垣島の園

地から採集された炭疽病菌についてQoI剤耐性菌の初発が確認されていることから （澤岻ら，2014），

今後の耐性菌発生の拡大を考慮して，本剤の使用を年 1 回に制限した異なる作用機作の薬剤を用い

たローテーションによる体系散布（ver. 2）実施の重要性が示された． 

 また，マンゴー炭疽病に対する病害抵抗性品種の選抜を目的に，未硬化葉を用いた簡易病原性検

定法を開発し，マンゴー遺伝資源 29 品種の抵抗性評価を実施した．その結果，‘ゴールデンナゲッ

ト’が本病に対し最も高い抵抗性を示す品種であることが判明し，今後の育種素材としての有望性

が示された（第 9表，第 18 図）．また，未硬化葉を用いた葉検定法による発病度と果実接種による

発病度との間に正の相関関係が認められたことから，本検定法がマンゴー育種分野における抵抗性

評価に有効であることが示された（第 17図）． 

 さらに，分子系統解析および病原菌の形態観察の調査から，沖縄産マンゴー炭疽病菌の種分類に

ついて再同定を行い，Colletotrichum gloeosporioides 種複合体が 9種 （8種・1未知種），C. acutatum 

種複合体が 4種（3 種・1未知種）の合計 13種で構成されていることが明らかになり（第 19図），

そのうち，C. fructicola が沖縄全域に分布し，最も主要な病原菌であることが示された．一方，一部
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地域では低頻度ではあるがC. acutatum 種複合体に属する菌種が分布していることも確認された（第

20 図）．また，それら菌種によって果実への病原性の強弱に差異があることが示され，C. 

gloeosporioides 種複合体の 9種間ではColletotrichum sp. Clade QおよびC. queenslandicumは平均直径 

2 cm 以上の病斑を形成し，他種と比べて病原性が強い傾向を示すとともに，C. acutatum 種複合体 4

種では，全ての菌種で平均直径 1.6～1.9 cm の病斑を形成し，概ね同等の病原性を示すことが明らか

になった （第 22図）．これら菌種に対する登録 6殺菌剤のMIC 値を調べた結果，全菌種（菌株）で

アゾキシストロビンとクレソキシムメチル水和剤に対して感受性が高いが，キャプタンやマンゼブ

水和剤のように菌種間で感受性に差異を示す剤も確認された（第 14表）．これにより，従来の広義

の C. gloeosporioides および C. acutatum に対する薬剤感受性に基づいて作成された現行の防除暦の

見直しの必要性があることが示唆された．  

 これらの結果を踏まえ，沖縄県では 2019～2021 年にかけてマンゴー出荷モデル構築事業におい

て，出荷果実の本病による被害と圃場防除との関係性を検証し，薬剤体系散布（ver. 2）を実施した

生産者の果実では，未実施の生産者の果実よりも発病果率が減少することが証明され（沖縄県農林

水産部流通・加工推進課編，2022），その結果を基に JA おきなわ発行のマンゴー基本栽培マニュア

ルの中で本体系が防除暦として掲載された（沖縄県農業協同組合編，2019）．現在，本県全地域のマ

ンゴー生産現場において，本防除暦が広く普及している． 

 これらの多方面からのアプローチによる包括的な研究成果は，沖縄県のみならず九州地域におけ

るマンゴー炭疽病の防除対策の基礎情報として活用されており，今後のマンゴー栽培における防除

対策の指針となるとともに，持続可能な防除体系の構築に大きく貢献するものと考えられる．また，

他の熱帯果樹類の病害防除にも応用可能な技術開発の基盤として重要な意味を持つものと思われる．  

 今後の課題として，本県におけるQoI 剤耐性菌の発生実態調査のモニタリング，より効果的な代

替殺菌剤の開発と登録，耕種的防除法との組み合わせによる総合防除体系の構築，炭疽病菌の種複

合体の多様性を考慮した防除暦の見直し，そして抵抗性品種の育種に向けた研究などが挙げられる． 

本研究において，病原菌が頂芽，花芽および花序に潜在感染していることが明らかとなったが，そ

れ以前の 1 次伝染源ならびに伝搬方法については，いまだ不明である．その後の著者の継続研究に

おいて，マンゴー施設周辺の台風時の風除けのための暴風樹等の葉上に炭疽病菌が複数種潜在して

いることが確認され，それが 1 次伝染源になっている可能性が示唆されていることから（澤岻ら，

2022），これらの施設周辺の植物のうち，どのような植物種が伝染源として機能しているのかという
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情報を事前に得ることは，耕種的防除を含めた効果的な総合防除体系を構築するうえで非常に重要

であり，継続して調査を実施する必要がある．また，本県では現在の防除対策で活用されている薬

剤体系散布（ver. 2）による防除暦は，Colletotrichum 属の種複合体が提唱される以前の広義 C. 

gloeosporioidesおよびC. acutatum の 2種の病原菌のみに対する複数登録殺菌剤の薬剤感受性に基づ

いて作成されたものであることから，今後は関係機関と連携して，沖縄産マンゴー炭疽病菌の種構

成に対応させた防除暦の見直しと最適化を進めて行く必要がある． 
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Ⅺ．要約 
 
Ⅱ．沖縄県から出荷したマンゴー果実における炭疽病の発病推移および圃場採集した果実における

2 種病原菌の分離頻度 

 沖縄県におけるマンゴー生産は，雨よけ施設栽培にもかかわらず，出荷果実で炭疽病が多発し問

題となっている．沖縄本島南部および離島地域から大田市場（東京）に出荷されたマンゴー果実に

おける炭疽病の発病追跡調査を行ったところ，南部地域 18 農家の追跡調査では，出荷前の発病は確

認されなかったが，翌日の市場到着時から発病が認められ，3日目には発病果率は 55.6%となった．

離島出荷果実では，市場到着時には炭疽病の発生は認められなかったが，2 日目以降から発生し，

日数経過とともに発病果率が増加した．このように沖縄産マンゴーの炭疽病は，出荷後以降に発生

するため，出荷場での選果は極めて困難であることが明らかになった．また，出荷箱の形態の違い

による炭疽病の発生を比較すると，紙製の出荷箱と比較してプラスチック製パックで発病果率およ

び発病度ともに高く推移することが明らかとなった．次に，県内栽培 76地点の罹病果実および葉よ

り採取した炭疽病菌 163 菌株をマンゴー炭疽病菌の種特異的プライマーによる PCR 検定（稲田ら，

2006）によって調査した結果，広義Colletotrichum gloeosporioides （Penzig）Penzig & Saccardo およ

びC. acutatum Simmonds et Simmonds が分離され，その分離率は，それぞれ 89.6 および 10.4%であっ

た．このことから，沖縄県におけるマンゴー炭疽病は， 広義のC. gloeosporioides によって優占的に

引き起こされることが明らかとなった． 

Ⅲ．施設マンゴー果実における炭疽病菌Colletotrichum gloeosporioidesおよびC. acutatumの潜在感染

とその感染時期 

 施設マンゴーの出蕾から開花，着果初期における炭疽病菌の潜在感染の有無および感染部位を明

らかにするために，外見上健全な頂芽，花芽，花序および幼果を採取し，エタノール浸漬簡易診断

法によって病原菌の検出と分離を試みた．その結果，全ての部位において鮭肉色の分生子塊形成が

認められ，それらから計 34 菌株を分離した．これらの分離株は種特異的プライマーを用いた PCR

検定により，23 菌株が広義 Colletotrichum gloeosporioides，11 菌株が広義 C. acutatum と同定され，

いずれもマンゴー果実（ ‘アーウィン’）に対して病原性を示した．炭疽病菌C. gloeosporioides S754

の nit 変異株（nit1 株）を作出し，圃場レベルで接種を行い感染時期の特定を試みた．その結果，接
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種された頂芽（接種時期：1月），花芽（2月），花序（4月）および幼果（5月）由来の各潜在感染

果実に出現した病斑部から nit1 株が再分離され，幼果への接種において最も高い分離頻度を示し，

頂芽への接種では低頻度であった．以上の結果から，2 種のマンゴー炭疽病菌の潜在感染は，外観

上健全な頂芽，花芽，花序および幼果で既に混在して成立し，感染後は開花，結実，果実肥大から

7 月の収穫に至る過程において長期間，植物組織内で潜伏し，収穫後の果皮上に病斑を形成するこ

とが示された． 

Ⅳ．マンゴー炭疽病菌の薬剤感受性および薬剤体系散布（ver. 1）の防除効果 

 マンゴー炭疽病に有効な薬剤防除体系の確立を目的に，病原菌に対する登録薬剤の感受性および

果実肥大期の薬剤散布による防除効果と薬害の有無を評価するとともに，数種薬剤を組み合わせた

体系散布の防除効果について検討した．広義の 2種炭疽病菌Colletotrichum gloeosporioidesおよびC. 

acutatum の分生子発芽および菌叢生育に対する 5 種登録薬剤の感受性を調べた結果，マンゼブ水和

剤，キャプタン水和剤，クレソキシムメチルドライフロアブルおよびアゾキシストロビンフロアブ

ルの 4 薬剤で高い抑制効果が認められた．一方，イミノクタジンアルベシル酸塩水和剤では 2種菌

株間で感受性の差異が認められ，C. gloeosporioides に対する分生子発芽抑制は示すが，C. acutatum

に対する発芽抑制はみられなかった．2008年に果実肥大期の薬剤散布による防除試験を行った結果，

クレソキシムメチルドライフロアブルおよびアゾキシストロビンフロアブルで防除効果が認められ，

収穫 5 日後の炭疽病の発病果率は無散布と比較して約 41～54%まで抑制された．また，2 薬剤とも

に果実の薬害はみられなかった．一方，キャプタン水和剤の防除効果は認められず，果皮には薬液

による斑点症状が確認された．2009 年と 2010 年に出蕾前（12 月下旬）から収穫前（6 月下旬の袋

かけ前）にかけて 4薬剤を組み合わせた体系散布を 2 圃場で実施したところ，高い防除効果が認め

られ，収穫 5日後の炭疽病の発病果率は無散布と比較して約 76～96%まで抑制された．また，体系

散布による果実の薬害は認められなかった．2 ヵ年 4 試験事例のメタ・アナリシス解析により，体

系散布区の炭疽病の発生は無散布区に比べて有意に減少し，無散布区の発病果率の約 12%に抑制さ

れた．以上の結果より，本体系散布はマンゴー炭疽病の防除法として有効であると考えられる． 

Ⅴ．マンゴー炭疽病および軸腐病の同時防除のための数種有効殺菌剤を用いた体系散布技術（ver. 2）

の確立 

 マンゴー軸腐病および炭疽病に有効な薬剤による共通防除体系の確立を目的に，病原菌に対する
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登録薬剤の感受性とマンゴー生育期における数種薬剤を組み合わせた体系散布の防除効果について

検討した． 2種炭疽病菌Colletotrichum siamense，C. fioriniaeおよび軸腐病菌 Lasiodiplodia theobromae

の分生子発芽および菌糸伸長に対する 10種登録薬剤の感受性を調べた結果，マンゼブ水和剤，アゾ

キシストロビンフロアブル，クレソキシムメチルドライフロアブル，塩基性硫酸銅水和剤，キャプ

タン水和剤の 5 薬剤で高い抑制効果が認められた．一方，イプロジオン水和剤，メパニピリムフロ

アブル，トリフルミゾール水和剤およびイミノクタジンアルベシル酸塩水和剤では，2 種炭疽病菌

の分生子発芽において菌種間で著しい感受性の差異が認められ，メパニピリムフロアブル，イミノ

クタジンアルベシル酸塩水和剤，トリフルミゾール水和剤では軸腐病菌に対して抑制作用は認めら

れなかった．2012～2014年に出蕾期または開花期から収穫前（袋かけ前）にかけて，in vitro で各病

原菌に高い抗菌活性を示した 5 薬剤を組み合わせた体系散布を 2圃場で実施したところ，いずれの

年においても両病害の収穫後の果実において，安定した防除効果が認められた．また，体系散布に

よる果実の薬害は，2013 年試験において 3.2%の発生がみられたが，2012 年と 2014 年には認められ

なかった．3 ヵ年 5 試験事例のメタ・アナリシス解析では，体系散布区の両病害の発生は無散布区

に比べて有意に減少し，炭疽病では無散布区の発病果率の約 23%，軸腐病では無散布区の発病果率

の約 24%にまで抑制された．以上の結果より，本体系散布はマンゴー軸腐病および炭疽病の防除法

として有効であると考えられた． 

Ⅵ．未硬化葉を用いたマンゴー炭疽病の簡易病原性検定法とマンゴー遺伝資源における抵抗性品種

の選抜 

 我が国のマンゴーの主要品種‘アーウィン’は炭疽病に弱いため，収穫までに年数回の薬剤防除

が行われるが，労力・コストの負担軽減と安心・安全な食料要求の高まりから，炭疽病に強い抵抗

性品種の開発が求められている．そこで，本研究では簡易で正確な本病の病原性検定法を確立し，

本検定法を用いたマンゴー遺伝資源の炭疽病抵抗性を評価し，本病に強い育種素材の選抜を行った．

その結果，マンゴー未硬化葉（SPAD 値：9.5～24.3）を接種葉とし，病原菌接種時の分生子濃度は

104個／mL 以上，培養温度を 25～30 ℃に設定して，暗条件下で 5 日間培養することで，安定した

病斑の形成を示した．そこで，遺伝資源 27 品種について本検定法と果実接種による評価を比較した

結果，両接種間の発病度に正の相関が認められ，本病に強い抵抗性品種として‘ゴールデンナゲット’
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が明らかになった．以上より，本検定法を用いることでマンゴーの遺伝資源や雑種後代の中から効

率よく炭疽病抵抗性を評価・選抜できると考えられる． 

Ⅶ．Colletotrichum gloeosporioides および C. acutatum 両種複合体に所属する沖縄産マンゴー炭疽病

菌の種構成と諸特性 

 新分類に基づく沖縄産マンゴー炭疽病菌種複合体の種構成と菌種の諸性質は明らかではない．そ

こで，沖縄県全域の罹病果実から採集した炭疽病菌 83 菌株について，単一または複数領域の塩基配

列による分子系統解析を行うとともに，菌種の形態，病原性と薬剤感受性を調査した．分子系統解

析では C. gloeosporioides（C.g）種複合体菌株で C. fructicola，C. asianum，C. siamense 他 8 種，C. 

acutatum （C.a）種複合体菌株でマンゴーの病原として国内外で初確認となるC. fioriniae，C. miaoliense

を含む 3種の計 11種が同定され，2クレードを形成した 6 菌株は新種の可能性が示唆された．全体

の種構成の割合はC. fructicola が 42.2%と最も高く，次いでC. asianum が 16.9%であった．C.g 種複

合体 9 種間で分生子と付着器に形態的差異はなかったが，C.a 種複合体 4 種間では C. fioriniae は分

生子が紡錘形で他種よりも付着器が大きく，PDA 培地裏面が赤みを帯びる点で形態による識別が可

能であった．マンゴー果実への病原性ではC.g種複合体 9 種間でColletotrichum sp. Clade Q が他種と

比べて有意に病斑が大きく，優占種のC. fructicola の病斑は小さかった．C.a種複合体 4種間の病原

性はほぼ同等であった．登録 6 殺菌剤のMIC 値を調べた結果，全菌種（菌株）でアゾキシストロビ

ンとクレソキシムメチル水和剤が共通してMIC 値が低かった．一方，キャプタンとマンゼブ水和剤

のように菌種間でMIC 値に差異を示す剤も確認された． 
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Ⅻ．要約（英文） 

Ⅱ．Temporal change in the occurrence of anthracnose on mango fruits shipped from Okinawa Prefecture and 

isolation frequency of two species of pathogens on the fruits in the field.  

 Mango anthracnose is a problem for fruit shipped from Okinawa Prefecture even though the fruits are 

cultivated in rain-out shelters. Therefore, we investigated the incidence of mango anthracnose in fruit shipped to 

the Ota Market (Tokyo) from an isolated island and two locations in the southern area of Okinawa main island. 

In a survey of 18 farms in the area, mango anthracnose was not detected prior to shipment; however, the day 

after arrival in the market the disease was confirmed and affected nearly 55.6% of the fruit by three days after 

arrival. For fruit shipped from an isolated island, mango anthracnose was not evident when the fruit was delivered 

to the market; however, two days later symptoms appeared and became more prominent with the passage of time. 

It was very difficult to distinguish healthy fruits from diseased fruits in the field. A comparison of packaging 

types suggested that plastic packs increased the disease incidence or severity of anthracnose on mangoes 

compared with paper boxes. In addition, we investigated 163 isolates of pathogens isolated from anthracnose 

fruit rots at 76 sites in Okinawa Prefecture by PCR assays using species-specific primers (Inada et al., 2006). 

Nearly 89.6% of the samples collected were identified as Collectotrichum gloeosporioides (Penzig) Penzig & 

Saccardo with the remaining 10.4% of the isolates identified as C. acutatum  Simmonds et Simmonds. 

Therefore, C. gloeosporioides is the dominant species of mango anthracnose in Okinawa Prefecture. 

Ⅲ．Latent infection on fruits and infection period of mango anthracnose fungi, Colletotrichum gloeosporioides 

and C. acutatum in a rainout shelter. 

 To clarify the existence of latent infection and infection stages of the pathogens causing anthracnose on mangos 

grown in rainout shelters during bud formation, flowering, and the early stages of fruit set, we collected healthy-

looking apical buds, flower buds, inflorescences and fruitlets and attempted to isolate the pathogens using an 

ethanol immersion treatment. We observed salmon-colored conidial masses on all organs sampled and isolated 

34 isolates. Based on polymerase chain reaction analysis using species-specific primers, 23 isolates were 

identified as Colletotrichum gloeosporioides and the remaining 11 as C. acutatum; both were shown to be 

pathogenic to mango fruit (cv. Irwin). We generated a nitrate non-utilizing (nit) mutant of anthracnose fungus C. 

gloeosporioides isolate S754 (nit1) and used it in inoculation tests at various early stages of fruit set in an orchard 
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to determine the time of infection. The nit1 isolate was recovered from lesions on fruit with latent infections that 

were inoculated at each stage: apical bud (inoculated in January), flower bud (February), inflorescence (April) 

and fruitlet (May). The isolate was recovered in greatest quantity from fruit inoculated at the fruitlet stage and in 

lowest quantity from fruit inoculated at the apical bud stage. These results show that these two species of 

Colletotrichum may both be present in healthy-looking apical buds, flower buds, inflorescences, and fruitlets and 

that infection during flowering, fruit set or fruit enlargement may remain latent within plant tissues for long 

periods, only causing lesions in the fruit peel after harvest. 

Ⅳ．Sensitivity of causal pathogens of mango anthracnose to several fungicides and control effect of systematic 

application (ver. 1) of fungicides. 

 In order to establish a systematic fungicide application that is effective against mango anthracnose, we 

evaluated the sensitivity of the pathogen to the registered fungicides, the control efficacy of fungicide application 

during the fruit enlargement period, the presence or absence of phytotoxicity, as well as the control efficacy of 

the systematic application (ver. 1) of a combination of different fungicides. We investigated the sensitivity of five 

types of registered fungicides against the conidial germination and mycelial growth of two pathogens, 

Colletotrichum gloeosporioides and C. acutatum. Mancozeb wettable powder, captan wettable powder, 

kresoxim-methyl dry flowable and azoxystrobin flowable were found to have high suppressive efficacy on both 

fungi. In contrast, sensitivity to iminoctadine albesilate acid chloride wettable powder differed between two 

pathogens, with conidial germination being suppressed in C. gloeosporioides, but not in C. acutatum. In 2008, 

we conducted a test to investigate the control efficacy of fungicide application during the fruit enlargement period. 

Kresoxim-methyl dry flowable and azoxystrobin flowable showed control efficacy and reduced the incidence of 

anthracnose by approximately 41% to 54%, compared to areas with no application, 5 days after harvest. In 

addition, neither fungicide caused phytotoxicity to the fruit. In contrast, the application of captan wettable powder 

showed no control efficacy and the fungicide solution caused flecks on the peel. In 2009 and 2010, we conducted 

a trial on the systematic application (ver. 1) of a combination of four fungicides on two fields that were treated 

prior to apical bud formation (late December) up until the start of harvest (before bagging in late June). The 

results revealed that a high control efficacy of the treatment and the incidence of anthracnose was reduced by 

approximately 76% to 96%, compared to areas with no application, 5 days after harvest. In addition, the 
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systematic application of fungicides caused no phytotoxicity to the fruit. Meta-analysis of the four tests conducted 

over 2 years showed that the incidence of anthracnose in areas with systematic fungicide application (ver. 1) was 

significantly reduced to about 12% of that in the non-treated areas. These results show that our systematic 

application of fungicides (ver. 1) is effective as a control measure against mango anthracnose. 

Ⅴ．Systematic application technique (ver. 2) using several effective fungicides for simultaneous control of 

anthracnose and stem-end rot disease of mango. 

 In order to develop an effective common control management for anthracnose and stem-end rot disease of 

mango based on fungicides, we evaluated the sensitivity of registered fungicides to the causal fungi of two 

diseases, and the efficacy of a systematic application of fungicide combinations during the active growth period 

of mango. Of the 10 registered fungicides tested, five (mancozeb wettable powder, azoxystrobin flowable, 

kresoxim-methyl dry flowable, basic copper sulfate wettable powder, and captan wettable powder) were found 

to have a high inhibitory effect on the conidial germination and mycelial growth of two causal fungi of 

anthracnose, Colletotrichum siamense and C. fioriniae and causal fungus of stem-end rot, Lasiodiplodia 

theobromae. In contrast, two causal fungi of anthracnose showed different sensitivity to iprodione wettable 

powder, mepanipyrim flowable, triflumizole wettable powder and iminoctadine albesilate acid chloride wettable 

powder in the inhibition of conidial germination, while mepanipyrim flowable, iminoctadine albesilate acid 

chloride wettable powder and triflumizole wettable powder had no inhibitory effects on causal fungi of stem-end 

rot. In the field trials conducted in two fields between 2012 and 2014, various combinations of the five fungicides 

that exhibited high in vitro antifungal activity against all three causal fungi were systematically applied (ver. 2) 

between apical bud formation or flowering and pre-harvest (prior to bagging). During those years, these fungicide 

combinations exhibited stable protection against post-harvest fruit damage caused by either disease. Although 

phytotoxicity due to the systematic application of fungicides (ver. 2) was observed in 3.2% of fruit in the 2013 

trial, it was not observed in either 2012 or 2014. The meta-analysis of the five trials conducted over the three-

year period revealed that the incidence of both diseases decreased significantly in mango fruit, receiving 

systematic fungicide application (ver. 2) compared to untreated mango fruit, to approximately 23% and 24% of 

the incidence in untreated fruit for anthracnose and stem-end rot, respectively. The results above demonstrate that 
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the systematic application of fungicide (ver. 2) combinations is an effective means for controlling anthracnose 

and stem-end rot disease of mango. 

Ⅵ．Simple evaluation method for testing mango anthracnose virulence using uncured mango leaves and for 

screening anthracnose-resistant genetic resources of mango (Mangifera indica L.). 

 The main mango cultivar grown in Japan, ‘cv. Irwin’, is susceptible to mango anthracnose and requires 

the application of fungicides several times a year prior to harvest. Increased consumer demand for safe 

and secure foodstuffs combined with the desire to reduce labor and costs are driving the development of 

mango cultivars (genetic resources) that exhibit strong resistance to mango anthracnose. Therefore, in 

this study, we developed a simple and accurate method for evaluating anthracnose virulence by estimating 

the susceptibility of mango cultivars to anthracnose to identify anthracnose-resistant breeding stock. 

Uncured mango leaves with leaf SPAD values of 9.5～24.3 were inoculated with conidial suspensions 

containing a minimum of 104 conidia/mL and incubated at 25 to 30°C for 5 days under dark condition to 

ensure adequate lesion formation. Disease severity in each of the 27 cultivars inoculated using this 

method was positively correlated with disease severity resulting from fruit inoculation. ‘Golden Nugget’

was identified as being the most resistant cultivar to mango anthracnose. Based on these findings, we 

concluded that the developed method can be used to efficiently evaluate disease resistance and to identify 

disease-resistant varieties from genetic resources of mango and mango hybrid progeny. 

Ⅶ．Species composition and characterization of isolates of Colletotrichum gloeosporioides and C. acutatum 

species complexes associated with mango anthracnose in Okinawa Prefecture, Japan. 

 Molecular phylogenetic analysis with 83 isolates of Colletotrichum, collected from diseased fruit using the 

ApMat marker and a multi-locus gene (ITS, GAPDH, ACT, CHS-1, HIS3 and TUB2), was performed to 

determine the species composition and characteristics of the causal agents of mango anthracnose in Okinawa 

Prefecture. Morphological characteristics, pathogenicity, and fungicide sensitivity of representative isolates of 

each species were also investigated. A total of 11 species and 2 unknown were identified by phylogenetic analysis. 

9 belonged to the C. gloeosporioides (C.g) species complex including C. fructicola, C. asianum and C. siamense, 

and 4 to the C. acutatum (C.a) species complex including C. fioriniae, C. miaoliense and C. pedunculi, which 

were not previously associated with mango disease anywhere in the world. The 2 unknown clades comprising 
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of 6 isolates, may represent new species. The dominant species was C. fructicola (42.2%), followed by C. 

asianum (16.9%). Only a few differences were observed in the L/W ratio of conidia and appressoria among the 

9 species. However, within the C.a species complex, C. fioriniae could be distinguished from the 3 other species 

based on its fusiform conidia, large appressoria, and the reddish color of reverse colony on the PDA medium. 

Among the 9, Colletotrichum sp. Clade Q caused significantly larger lesions, while the dominant species, C. 

fructicola, caused smaller ones. Similar pathogenicity was observed for all 4 species of the C.a species complex. 

All isolates of the 13 species belonging to both complexes, exhibited high sensitivity with low minimum 

inhibitory concentration (MIC) values to azoxystrobin flowable and kresoxim-methyl dry flowable. Sensitivity 

to other fungicides such as captan and mancozeb wettable powder varied substantially, depending on the species 

with various MIC values. 


